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○松原主査 それでは、定刻になりましたので、ただいまより第４回「情報開示・発信基盤に関す

るワーキング・グループ」を開会いたします。  

 前回に引き続き、オブザーバーとして公益法人協会より金沢俊弘さんに御参加いただいておりま

す。また「新しい公共」推進会議からは、白井さん、寺脇さんの御出席をお願いしております。と

いっても、寺脇さんはまだですね。  

 なお、池本委員、鵜尾委員、金子委員については、今回は御欠席となっております。  

 それでは、本日の議題に移らせていただきたいと思います。  

 「情報開示・発信基盤整備の在り方について（案）」及び「ＮＰＯ法人基本情報フォーマット（案）」

について、皆さんから御意見をいただいておりますが、前回の会議から本日までの間に、パブリッ

クコメント、寄附をする側の企業からのヒアリング等さまざまな動きがありました。資料１が残さ

れた論点となっております。論点も絞られてきたと思っておりますので、大まかなところはメール

でお伝えしたとおり、本日大体決めていけたらと思っています。  

 このパブリックコメントと企業からのヒアリングについては、事務局にかなり無理をしていただ

きました。その点は私から感謝したいと思っています。  

 まず、論点について、事務局より御説明をいただきたいと思いますので、お手元の資料２をごら

んください。それでは、事務局お願いします。  

○田和参事官 全体的に流れがわかるように、まとめて説明をさせていただきたいと思います。  

 今回開催する前に、パブコメをさせていただきました。いろいろ御意見をいただきまして、実は

ここでされている議論と結構同じ論点を提起されている方々が結構多くございました。それと同時

に、実は親会議の推進会議の先生や専門調査会の先生からも御意見をいただいたりしております。

そういったものも含めて、今日こちらの方で含めて議論できればと思っております。  

 更にもう一つ、今回の前にどうしても更にこだわる部分はどこでしょうかということを先生方に

お伺いさせていただきまして、実はこだわるという部分が、本日配付しております資料３の松原主

査の資料と資料５は杉野委員がどうしてもこだわる点ですよということで、最後に提出されており

ます。この辺は今日の論点と関係がございますので、また後でということになります。  

 その大きな論点というのは何なのかということですが、それはパブコメにかけましたところで選

択肢を提起させていただいております。要は、市民活動に重大な影響を及ぼし得る情報というもの

をどういう範囲にするのか。認定・認証の取消しに限るのか、是正措置も入れるのか、むしろ柔軟

に対応できるようにするのか。その辺がまだ論点として残っております。  

 それから、資料１の事業報告書の形式でございますが、一定のフォーマットの上で自由度を高め

ろというのか、全くフリーで自由にした方がいいのかというところがまだ残されています。  

 ３．というのは、松原主査から提起がありますが、会計基準もまだ十分にできていないようなＮ

ＰＯの状況の中で、一体監査というものをどれぐらいやることをある程度情報の１つの必須事項と

して提起をするのかということについて御意見をいただいています。  

 ４．基本情報フォーマットという中での位置づけ。先ほどの監視・監督情報。それから、財務情

報もＮＰＯ会計基準をベースにすべきだという議論をいただいておりますし、事業ごとの事業費を
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明示すべきではないかといった点が大きな議論として残されているということでございます。  

 まず、そういうことをイントロとして、次に資料２を見ていただければと思います。  

 資料２は、いただいたパブコメで、用語の使い分けとか、基本的なところがよくわからないとい

うことがあったりして、そこら辺をなるべくわかりやすくするのと、この紙の位置づけが一体だれ

を対象としているのかというのがどうもわかりづらいよということを結構言われております。冒頭

の１．総論の後に「２．論点整理に当たっての基本的考え方」の部分というのは、実は新しい公共

の担い手全体にある程度言える考え方ではないだろうかということで、それを１．のところに、以

下２．で新しい公共の担い手の情報開示の基本的考え方を整理するとともにということで、以下３．

は、今回は特にＮＰＯ法人、それもＮＰＯと書くと公益法人も含めてＮＰＯなんだという議論がご

ざいますが、今回特に焦点を絞っておりますのは、特定非営利活動法人というのが念頭にございま

すので、特に３．は特定非営利活動法人というものを念頭に置いてやっていますよ。そういうこと

をベースに、２．で申し上げているように、まずはＮＰＯをやって、それが幅広く大きくほかにも

波及していくように考えていますよということで、ここら辺の階層構造と言うのでしょうか、１．

と２．の位置づけと３．では、あくまでもＮＰＯ法人に限って御議論してきておりました。その辺

がもうちょっとわかるように文章で書いてございます。  

 ただ、例えばここで言うと、情報開示を促進し、発信基盤を強化するという最後の辺りは、まさ

にＮＰＯ法人のみならず、任意団体とか他の法人でもいろいろ取組みが広がっているようにという、

（４）は、いずれにしても行政としての取組みとして何をやるべきかというところが結構書かれて

おりますので、この辺は幅が出てきているというところはあるんですが、どこに主眼があるかとい

うのは、わかるように修正をしてございます。  

 資料２は、もう一点、最後のところに、これも推進会議の坪郷先生からいただいたんですが、今

回限りではないでしょうと。それに市民の情報ニーズというのはどんどん変わっていくんだから、

しっかりＰＤＣＡみたいなものを確立して、どういうニーズになったかというのを把握しながら、

頻繁にというわけではないでしょうけれども、ちゃんと見直していく必要性があるという御指摘い

ただいて、まさにそのとおりだなということで、付け加えさせていただいているということでござ

います。この資料２を含めて、今日は御議論をいただきたいと思っております。  

 資料３は、松原主査からの資料でございまして、会計基準監査とフォーマットの話でございます。 

 資料４は、今までのパブコメにかけた基本情報フォーマットもまだまだわかりづらい点がござい

ましたので、その辺を工夫させていただいております。もう一つ、今回特に地方自治体の方々から、

各都道府県が取り組んでいる今までのいろんなデータベースの構築の取組みとどういう整合性が

あるのかということもいただいておるので、その辺も含めて、今まで出したものの書き手がはっき

りするように分けさせていただいております。  

 資料４について説明をさせていただきます。  

「１．行政入力情報」は、既に所轄庁が４万件入れている情報でして、存在しております。これ

はせっかく都道府県並びに内閣府も既に構築されている話ですので、この辺はしっかり生かしてい

った方が、ここまでまた改めてＮＰＯに入力をしていただくのは、誤りなども出たりして混乱を招
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く可能性があるので、この辺はしっかり維持をした上で、今日の議論にも関係ありますが、監視・

監督情報というのを下に付けております。御議論はあるかと思いますが、これは行政サイドが入れ

ていく必要性がある項目として、ここに改めて入れさせていただいております。  

 ２ページ目が、ＮＰＯ等の法人が自分たちの責任で入力をしていただくという部分です。したが

って、ここは当然任意なんですけれども、報告年月日がいつで、報告者指名などは全く同じでござ

いまして、前回も提出していますが、法人入力情報ということで、ここに書いてございます。  

 ただ、１点赤字で新規追加というのがございます。これも今日御議論いただければいいと思いま

すが、企業のヒアリングを前回のワーキング・グループ会合の後、役所側でやらせていただきまし

た。後で簡単に御報告しますが、その際に企業は何を着目しているかというと、まずホームページ

があるかどうかというのが大前提ですということを彼らはおっしゃっています。そこで組織がしっ

かりしているのか、財務情報がはっきりしているのか、ここをしっかり見たいと。その後、ただこ

れだけの情報ではまだまだ足りませんよということもあえて言われておりますが、ＮＰＯを見る際

にどこをまずチェックするかというと、ホームページがあるか、組織情報がはっきりしているか。

組織情報とは何ですかと確認したら、まさに職員はどういう方々がいらっしゃるのか、何人ぐらい

いらっしゃるのかというところを常にチェックするんですよということをおっしゃっていたもの

ですから、以前、もともと載せていたんですが、簡略化しようということで落としたんですけれど

も、企業側からそういう声があるのであればということで、とりあえずもう一回復活させておりま

す。これも含めて議論いただければと思います。  

 財務情報の方はここに書いておりますが、これは将来的には閲覧情報を電子情報として提出すれ

ば、自動的にここに転記されるという形をシステムとしては構築していきたいと思っておりますの

で、そういう意味で行政情報の方に入っております。ただ、その下の方で、準拠している会計基準

とか監査、これも今日議論があると思いますが、この辺の青字はＮＰＯが自ら書き入れていかなく

てはいけない部分ということで、今までのところよりはもうちょっと主体をはっきりさせて、イメ

ージをつくったところでございます。  

 併せて、このフォーマットは、下から２枚目ぐらいに、これも前回簡単に説明いたしましたし、

パブコメのときにも一緒に出したんですが、行政の電子情報の整備についてというカラーの工程表

みたいなものを一緒に置かせていただいていると思います。「行政の電子情報の整備について」と

いうことで、今まさに 23 年度を目前にしていろいろ議論をしておりますが、23 年度の予算は、ま

さに今、国会に提出されて、議論している最終でございまして、23 年度の予算で動かせるものは何

もないということですので、今後ここの議論は、我々としては 24 年度以降の予算に反映をして、

つまり 23 年度、今年の夏の予算要求とか、そういうところでどういう形で要求をしていくのか。

それが 24 年度にまず予算として実現すれば、そこでシステム設計をしながら進めていく。そうす

ると、早くても 25 年度以降の運用になることになってきますので、その間は今の仕組み、つまり

ＰＤＦで手書きのものが載っているものをいかに電子化していくのか。それから、提出書式を見直

して、しっかりＮＰＯ会計基準とか、そういったものにきちんと乗っかるような形で、それもみん

なで統一的に比較ができるような基盤をどうやってつくっていくのかというところを中心的にや
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っていって、23、24 年ぐらいの準備期間があって、25 年以降に随時構築が始まっていくのかなと

考えております。  

 そうすると、その次のページに、今の内閣府のポータルサイトが真ん中にありますが、そこと前

回もこの右側の方、ここに出席いただいているＣＡＮＰＡＮとかＮＰＯヒロバとか、その辺のリン

ク先を掲示させていただいておりますが、それ以外にも都道府県としっかりデータベースをリンク

してくれという御提案をいただいていますので、都道府県ベースのデータベースなんかともリンク

できるような形を、当面はこういう形でしか動いていけないとは思うんですが、その中でいかに電

子化を進めていくのかという議論をし、更には今ここで議論しているような法人の基本情報フォー

マットをどういうふうに整備していくのかという２段階で進んでいくのかなと考えている次第で

ございます。  

 資料８も簡単に御報告をさせていただきます。  

 企業の方に、寄附する企業、協働する企業のサイドからどういう情報を見ているんですかという

ことを我々の方で、武田の金田さんとか、花王の嶋田さん、ＮＥＣの鈴木さんに聞かせていただき

ました。ポイントはそこに３点ほど書いてございますが、まずやはりホームページがあるかないか

というのはすごく重要ですよということをおっしゃっていました。企業は活動実績、財務内容、組

織基盤というのを総合的に評価して、協働先、寄附先、委託先といったものを考えますと。組織情

報については、代表者名に加えて、正職員とかボランティアの数といったことも非常に知りたい。

活動実績みたいなものも非常に重視しているということでした。  

 それから、今回の基本フォーマットはどうでしょうかということを聞いたところ、この基本情報

フォーマットは十分であると。十分であるという意味は奥が深いんですが、これでは足りないとい

うことなんですが、足りないという意味は、企業が本当に実際カウンターパートを調べようとする

ときは、ここの基本情報だけでは全然足りなくて、それはただそれぞれがもっと自分たちで情報を

調べて、民間サイトとか中間支援組織だとか、そういうところに行っていろいろ情報を取ってきて、

いろいろ探ります。ただ、これぐらいの情報があれば、ＮＰＯの情報開示において、ＮＰＯが自分

たちの意識を持って変えていけるという意味で十分ではないでしょうかということをおっしゃら

れていたということでございます。  

 最後にパブコメでございますが、赤字で書いてあるものがあると思います。これは今日の議論の

たたき台ですので、今後議論が修正される可能性があるということで、とりあえずは今の方向性を

右側に書いてございます。今日の今後の議論の御参考という観点で、３ページ目を見ていただけれ

ばと思います。  

 ３ページ目に、先ほどの論点１にありました３つの選択肢、ａ、ｂ、ｃのどれがよろしいですか

というところについて答えていただいております。つまり、市民活動に重大な影響を及ぼし得る情

報の開示はどうですかと。答えていただいている方は少なくて３名しかいないんですけれども、結

局はやはり是正措置も入れてほしいという方々が３名ということでございました。  

 ７ページに、論点２の事業報告書の扱いをどうするかというところでして、一定の基本電子フォ

ーマットがあった方がいいというのが７つの御意見をいただいております。  
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ｂ案は全く自由な書式でやるという方が３つということで、別に数が多い、少ないという議論で

はございませんが、とりあえず御参考までにということでございます。  

 とりあえず、私の方からの説明は以上でございます。  

○松原主査 膨大な資料の説明をありがとうございました。  

 今、御説明いただいたように、まず基本になる資料は資料１です。今日はこちらを議論していこ

うということで、それの論点別にそれぞれの資料があると。それにプラスして、いろいろ調査して

いただいた資料があるということです。  

 まず資料について、先に論点を一つずつやっていきたいのですが、先に出された資料の残ってい

る部分を説明したいと思います。私から１つ資料を出していますので、それを先に少し説明させて

いただいて、その次に、杉野委員も意見を出されていますので、説明していただきたいと思います。  

 では、出された意見で残っている資料を説明させていただきます。私の提出した資料３を見てく

ださい。  

 資料３は、本文のＮＰＯ法人の会計基準に関する記述に関してです。これはパブリックコメント

で御意見をいただいているところですが、基本的には資料１のＮＰＯ法人の会計基準に関する記述

が、資料２の在り方について（案）の４ページの２つ目の○のところにあります。わかりにくいと

いうことで、財務情報についてはＮＰＯ法人会計基準（ＮＰＯ法人会計基準協議会）などを基に、

実務面での運用を見据え、公認会計士や税理士等の専門家の知見などを得て、行政がＮＰＯ法人に

対して一覧性、比較性のあるフォーマットを提示することが望ましいというのがあります。会計基

準が一応できているという前提で、財務情報についてはＮＰＯ法人会計基準（ＮＰＯ法人会計基準

協議会）を基に、それが普及されるよう、行政がＮＰＯ法人に対して、一覧性、比較性のあるフォ

ーマット例を提示すべき。フォーマットも例でしかすぎないので「例」という一言を入れてあると

いうことです。  

 それから、監査に関してということで、監査に関してここでもいろいろと御意見をいただいたん

ですが、パブリックコメントも監査に関して御意見をたくさんいただいていまして、２の点ですが、

基本的には在り方について（案）とＮＰＯ法人基本情報フォーマットから、監査に関する文言及び

チェックリストというのを削除すると。具体的には、資料２の４ページの２つ目の○の１つ目の黒

ポツの文章というのは、市民による監視の充実の観点から、「ＮＰＯ法人会計基準を」の後「会計

監査にも対応し得るものとして」を省いて、これの普及を図るためにとするということと、その下

の２行を削除する。  

 あと、５ページの公認会計士等の監査を受けているというところで、全体を削除するかどうかと

いう話になっていますが、これも削除すると。  

それから、資料４の「ＮＰＯ法人基本情報フォーマット（案）」の青字で書いてある最後の２行、

監査の有無のチェックリストを削除するという提案をしています。  

 もう一つ、資料４の「ＮＰＯ法人基本情報フォーマット（案）」の２ページの「（２）財務情報」

に関しては、特定非営利活動の収支とその他事業の収支が分かれていて、更に収支内訳が分かれて

いて、特定非営利活動だけど貸借対照表があるという不思議な構成になっていますので、これを２
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つの収支計算書と貸借対照表という形で２つに統合して、一覧性があるものにすると。  

 課目については、書いてあるのは例であって、課目についてはもう少し御意見をいただこうと思

いますが、基本的には統合した形にしてしまおうということで提案している次第です。  

 まず、資料を全部説明していただいて、それから議論に入りたいと思います。  

 続いて、もう一つ杉野委員から、資料５で基本情報フォーマットについての御提案をいただいて

います。杉野委員から、簡単に御説明をお願いします。  

○杉野委員 杉野でございます。資料５についてご説明させていただきます。  

 まず１枚目で「基本情報フォーマットに定款事業を記載する必要性について」ということで、簡

単にまとめさせていただいております。  

 ＮＰＯ法人は、定款に定められた事業を行うことで認められた法人格であり、法人が定款に沿っ

た事業を行っているかどうか、これは市民の方にもしっかり確認していただける仕組みが必要で、

基本情報フォーマットに定款事業を記載すべきと考えております。  

そのことによって、市民の評価という面では、事業ごとの事業費がわかれば、その事業が実際に

どういう規模で行われているのか明らかにすることができる。事業目的だけですと、実際に事業を

実施しているかどうかということはわかりませんので、こうした情報が必要なのではないか。  

また、法人が適正な運営をする上でも、定款上の事業をどれぐらい実施しているのか、本来の法

人の目的としている特定非営利活動に係る事業にどれだけ集中しているのか。この辺がわからない

と、仮に目的外のその他の事業ばかりやっていたことになったとすると、法人の健全な運営を損な

うということで、法人の適正な運営を図る上でしっかり見せていくことが必要なのではないかと考

えたところです。  

 １枚飛んで、Ａ３の１枚目の資料をごらんいただきたいと思います。これはパブコメで示された

パブコメのフォーマットで、神奈川県内の法人の実例を当てはめてみたものでございます。  

 ざっと見ていただいて、定款に記載された目的ということで、この法人は、子育て、高齢者生活

支援、環境教育、社会教育に関する事業を行い云々と書かれておりまして、活動分野についても記

載のとおりであります。  

 右側にまいりまして、総事業費は 70 万円であるということで、事業費のうち 66 万円が実際に使

われているということがわかる。その 70 万円がどのように調達されているかということについて

は、その他収入 70 万円ということで記載されているということでありますけれども、この書式を

ごらんになって、果たしてこの法人がどういう活動をしているかイメージできますか。松原さんど

うですか。  

○松原主査 実際には、できると言えばできるし、できないと言えばできないという範囲だと思い

ます。どうなのかは、数字からよりは、企業もそうですが、財務諸表からどういう形で事業をやっ

ているかイメージできないものですから、それは企業でも、例えば売上高を見てどういう商品を売

っているかわからないというのと同じだと思います。  

○杉野委員 おっしゃるとおりで、実際のところは報告されている事業報告書だとか、財務諸表だ

とかを見ていかないと、企業が求める、実際にパートナーを組もうとしている、あるいは寄附しよ
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うとしている市民が必要な情報というのはわからないと思います。一覧情報としても、これですと

本当にこの法人がどういう活動をしているのか、本当にここの目的でうたっている事業を全部やっ

ているのかどうかが全くわからないということで、Ａ３の２枚目をごらんいただきたいと思います。 

 赤字で加えた部分がパブコメのフォーマットに手を加えた部分でありますけれども、まず左側、

定款に記載された事業について。これはもう既に法人設立のときに報告されていて、登記をされて

いる情報でありますので、新たに求める情報ではない既存の情報なのですが、これを記載すること

によって、その法人が具体的にやろうとしている事業の内訳はわかります。ただ、これはそういう

事業を行おうとしている範囲を示しているだけであって、実際にどういう活動を行っているかとい

うことを表すものではありません。  

 右側をごらんいただきまして、まず特定非営利活動に係る事業に関するものということで、先ほ

どのパブコメフォーマットでは事業費 70 万の内訳が全くわからなかったのですが、事業費支出と

いうことで、定款上の事業に沿って内訳を書いています。これは法人から報告された事業の中から

転記したものでございますが、小学校の放課後児童支援事業として幾つかの事業をやっている。こ

れだけなんです。ですから、定款事業のうちの１番目の事業だけこの法人は行っていて、ほかは行

っていないということがわかります。  

 長くなって申し訳ありませんけれども、財源についてです。パブコメのフォーマットですと、そ

の他の収入ということで、どういうお金かわからなかったんですが、基本的には借入金なんです。

内訳のところに書いてありますが、70 万円全額が借入金であるということがわかるということで、

会費も取っておらず、寄附も受けていない。すべて借入金で全額を賄っているということがわかっ

てくる。  

１つは事業の内訳が必要でしょうということと、併せてその他収入ということでは実態が何かわ

からないということがありますので、その他収入ということではなくて、もう少し言えば、例えば

その他事業からの繰入れが幾らあるのかということもわかる必要がありますし、借入しているのか

どうかというところもわかる必要がある。その他というひとくくりではまずいのかなと。こういっ

た点を御指摘させていただいております。よろしくお願いします。  

○松原主査 ありがとうございました。失礼しました。アラームが鳴ってしまいましたが、杉野委

員の話が長いと言っているわけではないので、セットのミスでした。謝ります。  

 田和参事官はこれでもうよろしいですか。何かありますか。  

○田和参事官 １つだけ言い忘れていたことがございます。  

 本文の５ページのところで先ほど言い忘れていましたが、赤く括弧してあるところがございます。

最終的には、この基本フォーマットが決まれば、ここの文章は基本的に必要ないかなと思っており

ます。基本情報というのは別添のとおりと書けば、ここは何を書けということがいろいろ書いてあ

るので、そういう意味で括弧を入れさせていただいているという意味でございます。  

○松原主査 ありがとうございます。パブリックコメントも大分ありまして、前日辺りに皆さんに

配られたと思いますので、目を通していただけた方は目を通して、難しかったという方もおられる

と思いますが、この意見も十分に踏まえて議論していきたいと思っております。  
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 私は一通りパブリックコメントに目を通しました。パブリックコメントも日が少なかった上に、

後でこれも公開されますから、十分御意見でいただき切れなかったことをお詫びするとともに、い

ただいたパブリックコメントに関しては、形式的なものではなくて、きちんと議論に反映させてい

ただくということもここで伝えておきたいと思います。  

 では、こういう皆さんの意見を受けまして、資料１をもう一度見ていただけますでしょうか。残

り約１時間半弱ですが、資料１の論点１～４について、今日はできればほぼ方向性を出したいと思

っております。論点は４つありますが、まず１からやっていきたいと思います。  

 「１．市民活動に重大な影響を及ぼし得る情報の開示について」ということで、前回３つの選択

肢ａ、ｂ、ｃというのを挙げました。これは皆さんからの意見をいただいて、ａは認定・認証の取

消しに限って、行政が責任もって情報開示すべきと、一番狭くしているパターンです。  

 ｂは認定・認証の取消し、市民への説明要請、是正措置に限って行政が責任もって情報開示すべ

きと、重大な影響を及ぼし得るような内容をきちんと限定的に広げたというパターンです。  

 ｃは認定・認証の取消し等の情報とし、柔軟に幅広く対応できるようにすべきということで、こ

れに関しては今後のことも含めて、広く解釈できるような余地を残そうというものです。  

 先ほど事務局から御説明いただいたように、パブリックコメントはｂが多かったということです。

今日はそういうパブリックコメントも踏まえて、ａ、ｂ、ｃどれがいいかというのについて、まず

御意見がある方おられますか。というか、ざっくばらんに聞いてしまいましょう。  

 私のやり方なんですけれども、手を挙げていただいて、ディスカッションがあって、ディスカッ

ションした後で挙げる手を変えていただいても、特におとがめはしないですよと。最初に軽い気持

ちで挙げてくださいねという話です。  

 ａで行くべきだと考えた方。  

（賛成者挙手）  

○松原主査 井上委員１人ですね。一番狭いのがいいと。  

 ｂで行くべきだという方。  

（賛成者挙手）  

○松原主査 私も含めて８人ですね。  

 ｃがいいというのは、当然宮内さんだけですね。  

（賛成者挙手）  

○松原主査 では、少数意見の方から御意見を言っていただきたいんですが、井上委員、ａの主張

の意味というのは何でしょうか。  

○井上委員 この是正措置のところが、我々は今、実態としていろいろ聴聞しながらとか、提示し

てもらっているんですけれども、いろんなＮＰＯさんがおられる中で、小さなＮＰＯさんですと、

活動も適切にやっておられるんだが、事業報告をするのが遅れておったとか、よく聞くと、聞いて

初めてわかるというところがあって、ただそれが是正命令と言うのかというのか、その辺のレベル

をどうするのか。そのことがやはりだめであれば取消しということになりますので、では取消して

取消す理由が何かということが重要であるのかなと。  
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だから、そこの範囲をどう決めるか実は悩ましいところで、線が引ければもう少し広げてもいい

のかもわからないんですが、一番狭い方を選択させてもらったということです。  

○松原主査 つまり、ｂだと線が引きにくいという御意見ですね。ｂだと市民への説明要請とか、

その辺になってしまうと、その理由等が。  

○井上委員 それが外に出ることによって、逆に重要な活動を制限してしまって、本当は適正だっ

たのに、言ったこと自体が目に触れる線というのをどう理解していくかというところが悩ましいな

と思います。  

○松原主査 ありがとうございました。  

 では、もう一つ、逆にｃの御意見の宮内委員はいかがですか。  

○宮内委員 ｂに結構近いんですけれども、是正措置なり、市民への説明要請になる前の段階でグ

レーな案件等も、情報開示は本来的にはしていて、現状こういう状況にあるということだけでもお

伝えするという状況がもしかしたら出るのではないかと。それのためにｃでちょっと幅広く取ろう

というイメージです。  

○松原主査 なるほど。井上委員と宮内委員の意見は、多分真っ向対立ですね。今のお話を聞くと、

むしろそういうグレーのところが出るから、井上委員はその辺に配慮して制限した方が安心だろう

と。宮内委員は、グレーのところが出るから、そういう情報もできることなら開示していく方がい

いだろうということですね。  

 それに対して両極端の理由を、井上委員は、今の宮内委員の意見にどのようにお考えですか。例

えば事業報告が出ていないので、出ていないから聞きに行ったところは情報公開すべきというお話

ですね。  

○井上委員 聞きに行ったところで、聞きに行ったということは事実なんですけれども、その結果

として適正に運営されておれば、それがマイナスに出てしまう面があるので、そこも含めてどう載

せようかというのは、現場では難しいところがあるのではないかと思うんです。だから、そこの線

を決めていくことでもって、もう載せるんだと説明すれば簡単なんですが、それがＮＰＯ法人自ら

の運営を進めていくということにいいのかどうかというのは、うちでも議論していたときに疑義が

あったものですからね。  

○松原主査 では、ｂというのは、多分お二人のちょうど議論の中間というか、むしろ中間のグレ

ーゾーンは置いておいて、明らかにできるところ。要は、是正命令をするのに明らかにできるとこ

ろ。例えばグレーゾーンだったら、事業報告書が出ていないという電話をしたり、はがきを出した

りしたのも全部書けという話になってしまうのか、そういうのは全部省いて、きちんとした責任あ

る行政行為をやったところだけ書くというのがｂの意見だと思うんですが、今のお二人の意見を聞

いて、ｂを支持する方々で何か御意見があればお願いします。  

 杉野委員、どうぞ。  

○杉野委員 私のｂの意見なんですけれども、どちらかというと趣旨としては井上委員に近い立場

です。ただ、ａ案というのは、認定・認証の取消しに限ってということで、本当にそれだけでいい

のかなというところはありまして、ｂにしております。  
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ただ、グレーのところをどうするかということに関しては、全く井上委員と同じ立場でありまし

て、グレーな情報を開示することによって、それが本当に正しいかどうかわからない。その間に情

報がひとり歩きをして、その法人の活動に関して甚大な被害を与える、いわゆる風評被害のような

ことを及ぼしてしまうといったことは絶対に避けるべきだろうと。その場合に、それを行政が責任

を持ってということで、本当にそのとおりだと思うんですが、もしそういう被害が起こったときに

は、当然行政は責められる立場にありますので、ここはしっかりとその範囲をはっきりさせていた

だく必要がある。  

 今、内閣府さんもガイドラインを設けられていると思うんですけれども、ガイドラインというこ

とではなくて、例えば訴訟になってもしっかり耐えうるような、法律でその範囲を明確に示してい

ただくということがあれば、非常に安心して運用ができるのかなということで、限りなく井上委員

に近い立場という意見でございます。  

○松原主査 杉野委員、ちょっと補足説明をお願いしたいんですが、今、法律で明確にしていただ

けるとというのは、どういうことなんでしょうか。  

○杉野委員 認定・認証の取消しに限って、いわゆるここはＮＰＯ法の違反に関することだけで開

示をしていくということですけれども、市民に重大な影響を及ぼすというのは、ＮＰＯ法に関する

こと以外に、具体的な法人の活動に関する法律関係があろうかと思いますので、そこで具体的な訴

訟関係になっているとか、そういう事実があって、そういったところも対象にするということがは

っきりしていれば、それも開示していくということは考えられるのではないのかなと考えて、ｂと

したところです。  

○松原主査 一定の何らかの明確な客観的事実なりがあればということですね。何か訴えられたり、

もしくは既に逮捕されているとか、そういう事実があれば、そういうのは載せておくべきだという

話ですね。  

○杉野委員 はい。それで所轄庁としては、そういう明確な根拠に基づいて開示しているのだとい

うことが対外的にも、裁判の上でもしっかり戦っていけるということが必要だなということでござ

います。  

○松原主査 杉野委員にばかり聞いて申し訳ないんですが、ｂとおっしゃいましたが、市民への説

明要請に多分そういうのが入ってくるという理解でよろしいですか。そういう事実、あるいはｂの

中で言えば、市民への説明要請が入ってくるというのか、それともｂでは足りないと言っておられ

るのか。  

○杉野委員 そこの点に関しては少し広げ過ぎたかもしれませんけれども、そこは強い意見を持っ

ているわけではありません。  

○松原主査 わかりました。  

 ほかにｂの方で御意見がある方はおられますか。  

 ちょっと１回ディスカッションをしたいと思いますが、ほかにｂでお二人の意見を聞いて、こう

いう視点もあるから私はｂという方はおられますか。佐藤委員どうぞ。  

○佐藤委員 私は、今、井上委員と宮内委員の意見を両方お聞きした上で、また更に思いを強くし
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たんですけれども、取消し業務だけだと、言わばＮＰＯにとっては死刑宣告の状態で、イメージと

しては、ここは存在しなくなりましたよという情報ですね。これは非常に行政の運用上もそれほど

判断が介在しないので運用しやすいのかなと思うんですけれども、本来このデータベースの目的に

もう一回戻ると、企業者の安心・安全の確保ということであれば、死刑になったところとか、なく

なってしまったＮＰＯの情報だけではなくて、ここはこういう状態ですよということをお見せする

のも重要なのかなと思いまして、例えば具体的に言わないとわからないと思うので申し上げてみま

すと、出ていないという事実。提出しなければならない情報が出ていないという事実を載せるとか

というのであれば、運用上判断が介在しないで済むのかなと思います。  

 ただ、言ったとか、電話をかけたとか、それは事実には違いないんですけれども、多分行政の皆

さんも御苦労されるんだろうなと思うので、出ていないよという事実ぐらいのものはいいのかなと

いう気がします。そういう事実。例えば追徴課税があったとか、そういう事実とか、そういうこと

はいいのかなという気はします。  

 以上です。  

○松原主査 佐藤さんの意見も、ｂプラスαという感じですね。要は、あとは法令等に違反する事

実を入れるという感じですね。  

○佐藤委員 そうですね。議論のポイントというのは、先ほど松原主査もおっしゃいましたけれど

も、逮捕されたてまだ有罪が確定していない時点で載せるべきなのか、ここは要議論のポイントだ

と思うんですよ。それまで含めて載せてしまっていいのかというと、行政からすれば、ずっと報道

情報をウォッチしないといけなくなるので大変なのだろうなと思うんですが、そこは皆さんで是非

とも御議論をいただきたいと思います。  

 ただ、そういう意味でいうと、宮内さんに近いｂなのかなという気はしますが、私はｂです。  

○松原主査 田中委員、どうぞ。  

○田中委員 今のファクトとなっているものはきちんと出すべきだということについては、私も基

本的には賛成なんですけれども、ただ、現状を考えますと、東京と神奈川ですと、所轄庁に対する

事業報告書の未提出率が２割以上に出るんです。これを全部開示の対象にしていくというのは、私

はどちらかというと厳しいスタンスなので、当然ではないかというところはあるんですが、なかな

かすぐにやると混乱を招くところもあるだろうなという気はいたします。基本的にはｂです。  

○松原主査 深尾委員、どうぞ。  

○深尾委員 私も基本的にｂなんですが、やはり何らかの今の書類などでも、例えば裁判所に科料

の申立てを行政がした段階で載せていくというルールがあった上では、私は是非やるべきだと思っ

ています。  

 あと、市民への説明要請というところも、やはり何らかのやりとりのパッケージが終わった後で

ここにという考え方もあるなとは思っていますが、ＮＰＯの立場からすると、市民への説明要請と

いうのは、ある意味で権利だと考えるところもあって、きちんと自分たちのスタンスを説明できる

という貴重な機会だととらえるというのも、法の趣旨から言っても非常に大事なことだとは思うの

で、何らかの形で、いわゆる市民から所轄庁に対して申入れがあって、これを調べろという話で紹
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介をしたどの段階のどういう形のやりとりをどういうふうにオープンしていくかというルールは

必要だと思いますが、１点、ＮＰＯ側の権利として、こういった市民への説明要請ということをと

らえて、それをきちんと表現する場というのを用意しておくというのは、このデータベース上も非

常に大事な観点なのではないかと考えています。  

○松原主査 ありがとうございました。ほかに委員の方でいらっしゃいますか。  

 戎井委員、どうぞ。  

○戎井委員 私もなんですけれども、やはり何らかの追加で法人自体が説明できる余地というもの

があってしかるべきだと思います。具体的に説明要請というのはどういったものかというのは、す

ぐには思い浮かばないのですが、それは恐らく今後いろいろと運行して、実際作業をし始めて、実

際にこういったものを載せようということになろうかと思います。ただ、そういった道を付けてお

くということは必要だと思います。  

○松原主査 ありがとうございました。ｂの方でほかに御意見がある方はいらっしゃいますか。  

 町井委員、どうぞ。  

○町井委員 私もｂが一番いいと思いました。その中で是正措置の例えば表記が、１回掲示されて

しまうと永遠と残っておくということだと、事業報告書の提出がありませんでしたということの是

正措置を受けた団体がその後提出しても、それが永遠とさらされるということというのは、余り望

ましくないと思います。そういったところの運用上でそれはカバーされるのであれば、やはりきち

んとそういったものを出していくんだということを意識させる上でも、出していくことが重要かな

と思っていまして、それの軽重のところは確かに判断が難しいところが出てきてしまうと思うんで

すが、いわゆる権利と義務の果たし方というところはきちんと押さえておくべきではないかなと思

っています。  

 以上です。  

○松原主査 ありがとうございます。  

 この辺りで、多数決というわけではないですけれども、井上委員と宮内委員に、今のｂの意見を

聞いて、それぞれ御意見はありますか。  

○井上委員 先ほど申しましたが、どこの線引きをしっかりしていくのか。それから、我々がやっ

ていく中で、やはり定款で判断をしていくというところがありますので、是正のところは、先ほど

言われましたように、やった後でされた場合には、それが治癒されたわけですから、その辺をうま

く表現できるのかなと。そこは行ってありましただけですと、風評とかいろいろありますので、そ

の辺はやはりガイドラインみたいなものは使っていく必要があるのかなという感じはします。  

○松原主査 これはｂの人もそうだと思うんですが、その辺の手続とかガイドラインをしっかりし

ていただいたら、ｂでいいという感じですかね。井上委員はいかがですか。  

○井上委員 はい。  

○松原主査 あと、宮内委員はいかがですか。  

○宮内委員 私も限りなくｂに近いｃなのかなという気がしているので、やはりｂの中でガイドラ

インを設けていくということを考えながら、ｂでよろしいかなと思います。  
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○松原主査 では、めでたくというわけではないんですが、ｂにも問題があるということは今の話

でわかってきて、基本的にはこの場はｂということで、ただし、今、言ったように、ｂも割と範囲

があるということなので、この辺りは市民への説明要請とか是正措置といっても、どこからどの時

点でやっていくのかとか、それをやった後、その軽重に応じて、それをやったことも事業報告書だ

ったら催促して出てこなかったと。２回出てこなかったけれども、出たという場合に、どういうふ

うにちゃんと出た時点で消すのか、消さないのかとか、２か月経ったら消すけれども、１年以上遅

れたら１年は消さないとか、細かい話ですが、そういう話が多分必要になってくるだろうという辺

りを頭に入れていただいて、こういう場合はどうしたらいいですか。  

○田和参事官 もういただいたものをそのまま文章に下ろして、例えば是正措置に限って、そのガ

イドラインを整理した上で行政が責任持って情報開示すべきとかと文章で入れてはどうでしょう

か。  

○松原主査 是正措置に限ってはというだけではなくて、もうちょっといろいろ文章を入れてほし

いような気がします。  

○田和参事官 わかりました。  

○松原主査 それぞれ市民への説明要請とか是正措置に限ってですが、多分市民への説明要請とは

どういう説明要請があった場合にやるのかとか、是正措置もどういう是正措置だったらやって、し

かも是正措置が是正された場合に是正措置があった事実というのをどう処理するのかとかいう辺

りも含めて書いてほしい。そうしたらば、基本的にはｂだということでよろしいですか。それに関

して、軽重をつけるなり、行政としては明確な手続ができるという辺りを担保していくと。要らぬ

誤解を生まないようにしていくというところを少し検討するということで、ｂを基本に検討してい

くということでよろしいですか。  

 井上委員、よろしいですか。  

○井上委員 はい。  

○松原主査 宮内委員、よろしいですか。  

○宮内委員 はい。  

○松原委員 では、これについては、今のような方向でお願いします。  

 続いて「２．ＮＰＯ法人が行政に提出する事業報告書について」です。基本的にはａとｂで、ａ

は共通フォーマットに提出を求めるとともに、自由な形式での事業報告書も併せて提出できるよう

にすべき。ｂは共通電子フォーマットは必要なく、市民に理解しやすいよう自由な書式で提出する

べきという話です。  

 多分、このａとｂの話というのは、こういうふうにまとめると、基本的には基本情報フォーマッ

トの話で、基本情報フォーマットに事業報告書の要約みたいな、概要みたいな、400 字以内に書け

とかいうのを付けるかという話だと思うんです。それを付けて、事業報告書を添付してＰＤＦで出

すのか、それはなくてＰＤＦだけでやるのか、そういう話かなと理解します。つまり、そういう論

点で、基本情報フォーマットの議論に移ってしまおうかなと思うんですが、そういう理解でよろし

いでしょうか。よろしいですか。つまり、基本情報フォーマットは後で議論しますから、そのとき
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にこの欄として、この団体がやっている事業活動の概要みたいな、よく助成金申請があるような、

400 字とか 600 字とかで書けというのがありますね。ああいうのを、要は事業所ダイジェストみた

いに、もしくは事業ごとに書けというのでもいいですが、そういうのを入れるか入れないかという

議論で、この２．は、ａとｂに関して言えば、入れるべきというのは、パブリックコメントは多か

ったという理解ですが、もう一回後で基本情報のときに議論するという理解でよろしいですね。  

 では、２．については、今、言ったような理解なので、後で議論します。  

 それから「３．ＮＰＯ法人会計基準及び監査に関する規程について」です。  

 まず１つは、私の方から出させていただいて、またパブリックコメントもいただいた意見なんで

すが、ＮＰＯ法人の会計基準については、４ページです。  

 ○の２つ目ですが「財務情報については『ＮＰＯ法人会計基準（ＮＰＯ法人会計基準協議会）』

などを基に、実務面での運用を見据え、公認会計士や税理士等の専門家の知見も得て、行政がＮＰ

Ｏ法人に対して」の後に「などを基に、行政がＮＰＯ法人に対して」の辺りまでが、余り意味がな

いのではないかということで削ってしまって、もっとシンプルにして「など」というのも削ってし

まうというのはどうかと。ＮＰＯ法人会計基準があるんだから、それをベースに比較があるフォー

マット。ただし、フォーマットとしてしまうと、その唯一のフォーマットになってしまうので、こ

れは今でも行政の方で組織例とか、様式例と「例」を付けていますから「フォーマット例」という

形で示したらどうかと変えてはどうかとしていますが、これについて御意見がある方おられますか。 

 田中委員、どうぞ。  

○田中委員 今の意見で結論から申し上げれば、基本的に賛成です。  

 パブリックコメントを拝見していても、ＮＰＯの会計基準をスタンダードにすべきという意見が

多いようです。すなわち「など」という言葉を取って、これがスタンダードだというのを周知する

べきという意味のコメントも結構あったと思うのです。が、現実には、企業会計や公益法人会計で

やっているところも結構ありますので、ＮＰＯ会計基準は「その例」として御提示いただくという

ところを明記していただくのが重要かなと思います。  

○松原主査 ほかに御意見はありますか。  

 戎井委員、どうぞ。  

○戎井委員 今回、ＮＰＯ法人会計基準というのは、ＮＰＯの団体も皆さん了解する。行政の方も

これで行こうという基準であったかと思います。現実にそういう基準がなかったがゆえ、公益法人

あるいは企業会計の基準を使わざるを得ないという状況であったかと思いますけれども、今回こう

いったＮＰＯ法人会計基準という明確な基準を定めて、これでやっていこうと筋道ができたわけで

すから、まずはＮＰＯ法人会計基準を皆さんに使っていただくということで進めていくべきであろ

うと思います。  

 ですから、今までいろんな会計基準をとられた方は、このＮＰＯ法人会計基準に変えていただく

ということが今後必要になると思っています。  

○松原主査 ありがとうございました。ただ、あくまでも例として、多様な会計基準を決して排除

するものではないと。ただ、推奨として出していくというのが基本スタンスかなと思っております
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し、ほかの公益法人会計基準を使って既にやられている団体もありますから、これを無理にどうし

てもＮＰＯ法人会計基準に変えなさいという命令は難しいかなという意味で「例」というのをきち

んと出していけばいいのかなと思っています。  

 ほかに御意見はございますか。杉野委員、どうぞ。  

○杉野委員 会計基準がばらばらですと、なかなか比較をするのが難しい。そういった状況を改善

するのにＮＰＯの会計基準をつくってこられて、それを普及していくということ自体には賛同して

います。  

 一方で、ほかの基準を実際使っている法人もかなり多いというところは配慮するという意味で

「例」と付けることについても、そのとおりだろうなと思います。  

 あと１点加えさせていただくならば、ＮＰＯ会計基準、いろいろ行政も含めたセクターも含めて

いろいろ議論を重ねてこられて作られたということではありますけれども、ただ、私もこの中で何

回か指摘させていただきましたが、事業についての事業内訳がオプションになっている点と、パブ

コメの中でも共通勘定項目について御指摘する意見があったかと思いますが、やはりそういう比較

をしていくという意味では、その辺ももう少し改良について検討する余地はないのかという意味で

は、今のもので本当に 100％完成ですと言い切れるかどうかというところについては、若干自信が

ありませんので、そういう意味では「例」という言葉が付いたから、それで１つはいいんですけれ

ども、それから「基に」というところでそういうフォーマットを検討していくということですね。

基本線はそれでいいんだけれども、100％それが絶対不可侵だということのないような、そこだけ

はお願いしたいと思います。  

○松原主査 提案している私からですが、ＮＰＯ会計基準もつくった全員の理解として、決して

100％のできではないと。まだまだいろいろと検討していく必要があるという中、ただこれを広め

ていく中で更に改良していきましょうということで、まだ会計基準のない状況ですから、会計意識

もまだまだ低い状況なので、そういうのを基にやっていこうと。  

 今の提案も、あくまでも「基に」なので、それを基に更に比較性、一覧性のあるフォーマット例

ということで示していって、決してこれもいきなりこれにしなさいというつもりはないという前提

の文章だと考えています。  

○杉野委員 そういう意味でとらえてございます。  

○松原主査 では、ここはそういうふうに変えたいと思いますが、事務局はよろしいですか。  

○田和参事官 はい。  

○松原主査 山内さん、どうぞ。  

○山内審議官 だれに質問していいのかわからなくて、自分に返ってくるかもしれないんですけれ

ど。パブコメを見ていたら、最後のところにＮＰＯ法人会計基準の記述を削除せよという御意見が

１つあって、そこに関東ブロック所轄庁というのが何を意味するのかよくわからないんですが。多

くの所轄庁から今の法律に反するのではないかという御指摘があったようなことが書いているん

ですが、この辺は、現時点においてどうなのかということと、今、法律改正なり、その後の検討の

中で会計基準の議論などもされると聞いていますので、そこでの解決を考えていけばいいのか、も
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し何か御存じでしたら。  

 ページは、赤いのが右側に書いてあるものの７ページ、ちょうど真ん中のちょっと下です。  

○松原主査 私もこれは読みました。よくわからない意見だと思って読んだんですが、関東ブロッ

クと書いてありますから、杉野委員の方が関東ブロックですね。井上委員もありますけれども、杉

野委員お願いします。  

○杉野委員 現行の法に照らしてというところに、この方の御意見のポイントはあるかと思うんで

す。ただ、ここの議論は、あくまでもＮＰＯ法の改正も視野に入れた中での議論だと思いますので、

パブコメの意見に縛られる必要はないのかなと思いますが、この方が心配している点は、例えば現

行法ではＮＰＯ法会計基準が示している活動計算書という用語の規定がないので、現在報告をされ

たときどう取り扱うのかといったことですとか、いろいろそういった点についてブロック会議で議

論されております。  

そうした中で、やはり法律に規定のないところで申請が上がってきた場合に、それをそのまま受

け入れることが難しいということで、いろいろ是正をお願いしたりとか、どういうふうに取り扱う

かということは横の連絡の中でやっているという状況の中で出てきている意見だと思いますので、

法そのものが位置づけを明確化していけば、その辺はクリアーされるのかなと思います。  

 もう一つは、会計基準について、行政もということで先ほど委員の方からありましたけれども、

やはり細かい部分で言うと、所轄庁としてはこれではきついなと。例えばこれも再三言っています

が、定款に基づいて我々はその内容を審査しているのであって、そこに基づくものが何もわからな

いような状況では、報告いただいても何も見られないですねということになるので、そこら辺はや

はり問題意識としてはあるのかなと思っております。  

○松原主査 井上委員、どうぞ。  

○井上委員 関東ブロックでも議論されたみたいですが、近畿でも実は議論されておって、先ほど

委員の方からあった内容と御一緒で、定款を我々はする中で、法的には、言葉で言えば、収支計画

書というのが活動で、そういうのは違ったところがあるので、その辺の整合をどうとるんですかと

いうことで、多分昨年定められた中で、各省庁、各地方でこれの扱いをどうするかというときには、

まだ統一的にこれをやりましょうという合意には至っていないのではないかなと思っております。 

 ですから、先ほどの議論の中で、これは例としてお示しになると。それから 100％ではないと。

基の整合性をとっていくということでお聞きしましたので、それであればいいのではないかと。そ

の辺はやはり全体をとりまとめていただいている国の方でも、方針をしっかり出されると。今、恐

らく統一がとれていないのではないかという状況かなと理解しております。  

○松原主査 これに関しては、基本的には私も今の会計の収支計算書を否定するという意見ではな

くて、あくまでもこれを基に例という話で進めさせていただくということです。  

ただ、法との整合性で言えば、活動計算書と書いてあっても、収支計算書を読み替えるとか、報

道との関係で言えば、法律は事業ごとの区分経理を求めていませんで、特定非営利活動とその他事

業の区分はありますし、特定非営利活動は何らかの意味で主たる事業であることを求めています。

そういう意味では、ＮＰＯ法人会計基準の方は、特定非営利活動とその他事業はちゃんと区分して
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いて、活動計算書を挙げるとなっていますから、十分法の要件を満たしているなと考えている次第

ですが、そこはいかがでしょうか。  

○杉野委員 今、法の見直しも含めて、現行法に縛られないという議論の中でありますけれども、

やはり現行法の中でそこら辺の課題は少し見直しの中で考えていただきたいなと思いますのは、や

はり法人の設立の際にどういう事業をやるのかということで、よくお話を伺って、やろうとしてい

る事業の実態に合わせて、定款事業は何をするかということを聞いております。そして、定款事業

で定めた範囲でその法人の事業をやっていただくということであって、もしそれが必要ないよとい

うことであるならば、逆に定款事業を設立申請のときに求める必要がなくなってしまうのかなと。

何の事業でもいいですよと。要は、特定非営利の事業であれば、目的に沿う事業であれば構いませ

んということであれば、定款事業を列挙してもらう必要がなくなりますね。ですから、それを法人

設立に当たって求めるのであれば、やはりそれに沿って事業がされているかどうかということをき

ちんと報告していただくことについても明らかにすべきだろうと思います。  

○松原主査 田中委員、どうぞ。  

○田中委員 今の御意見はもっともだと思いますし、これを見せていただいたときに、少しわかり

やすいところもあるとは思うのです。しかし、私の場合、現状を踏まえて制度を入れたときにどう

なるかなというスタンスはずっと見ているんです。かなり包括的な、87％ぐらいのＮＰＯ法人を網

羅しているデータベースをいじっていたのですが、流動負債を 57％が０円と計上してくるんです。

ということは、多分複式簿記ができていない。  

 この部門別の会計までは行かないにしても、事業別にしっかり書いていくとなると、部分別会計

に類似するものが厳密には必要になってきて、多分そのためには複式が必要で、同時に会計ソフト

も導入していない大きいところだと、なかなか対応し得ない。今の状況だと、６割ぐらいがそれに

対応していないだろうと私は見ていますので、おっしゃっていることは正論なんですけれども、今

は難しいということでコメントをしました。  

 そういう意味では、今、やはり事業報告書に関して収支報告書の中で、事業別というのについて

は反対をさせていただきました。そうは言っても、一体審査をしたときに１年後経ってみて、２年

後経ってみたときに、定款に書いてあるのと違うことをやったらどうするんだというところなんで

すが、そこは事業報告書と決算報告書ですね。会計報告書と併せて見るということが必要になって

いくような気がするんです。  

○松原主査 ありがとうございます。ほかに御意見はございますか。  

 私から補足させていただいてよろしいですか。基本的には、財務諸表というか、目的が何なのか

ということだと思うんです。行政監督性は多分財務諸表なのか、一般の人がその団体の何らかの情

報を得るための財務諸表なのか。ただ、企業の財務諸表を見ていただいても、企業も定款で事業を

書いていますし、その事業ごとに部門をつくって、その能力を持っているわけですが、しかし同時

に、財務諸表においては、その商品ごととか事業ごとに分けなければいけないということはないわ

けです。財務諸表の目的自体は、その企業の利益が幾らあって、どれぐらいの団体が持続的可能に

経営できていくのかということを一般にアピールする。それだったら、どれぐらいの売上高になっ
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て、利益が入っているのかというのを明らかにしていくということがあるわけで、その事業ごとの

監督をするために財務諸表を使うというのは、財務諸表の使い方としては、確かにそういう使い方

をしたいというのはわかるんですが、一番の使い方ではなかろうと思っていまして、そういう点で

は、田中委員が言われたように、事業報告書もしくは事業計画書等との併用で、そういう目的を達

していくと。これはＮＰＯ法をつくるときの議論にもあったことで、ＮＰＯ法人はボランティアで

やっている部分も多いですから、そういう点に関して言えば、会計を多く見ただけでは、何が主た

る事業かよくわからないという点で、事業計画書と一緒に見ていって、それで判断していくと。も

しくは事業報告書等と一緒に見ていって、それで判断していくというのがＮＰＯの趣旨だと思いま

す。  

そういう点で言えば、これは後でもフォーマットの話になりますので、ここで一旦置いておきま

すが、ＮＰＯ会計基準のつくられ方といいますか、その会計基準のそもそもの目的というのが、行

政の監督を目的としているわけではなしに、一般市民への団体の財務状況の報告目的としていると。

ここで情報公開のベースとなるものは一体どちらに重きを置くべきかという議論だと思うんです。

これはよく佐藤委員がおっしゃっているように、これは一般市民への情報公開、提供というのに重

きを置くべき方があるので、そのときにどういう情報が要るかというのをきちんと考えた会計報告

書。あと事業報告書とどうセットしていくかという議論になるかと思います。  

 杉野委員、どうぞ。  

○杉野委員 今は法律の関係で言われたので、そちらを説明しましたけれども、私の方から提出し

た資料の趣旨としては、あくまでこれは市民にその法人がどういう活動をしているかということを

わかりやすく示すということが趣旨になりますので、監督のためではないということ。しかも、財

務状況というよりは、本当にその法人が実際にどういう活動をしているのかを市民にわかってもら

う。そこが趣旨ですので、その趣旨を誤解いただかないようにお願いしたいと思います。  

○松原主査 誤解があったようなら誤ります。ごめんなさい。誤解はないつもりなんですが、少し

法律の話になってしまったので、法の趣旨という点から少し話をさせていただきました。  

 元に戻りますと、もう一回確認ですが、先ほどの私の修正文章で、基本的には例ということで強

要しないということと、「基に」ということで、別にこれが唯一ではないという形でまとめさせて

いただきたいと思っているんですが、杉野委員はそれでよろしいですか。  

○杉野委員 はい。  

○松原主査 井上委員もよろしいですか。何かありますか。  

○井上委員 「例」でいいと思います。  

 先ほど言われましたのは、市民にどう見えるかという点で、例えば先ほど御意見がありました押

し並べてＮＰＯ法人すべてに適用できるのかというと難しさもある。でも、今回のように認定ＮＰ

Ｏ法人として気風などもいろいろ伝える中で、説明責任があるでしょうから、その辺にこの会計基

準の辺りをどう提示されるかという議論も１つあってもいいのかなと思います。  

○松原主査 では、とりあえず修正はＯＫということでよろしいですね。  

○井上委員 はい。  
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○松原主査 では、この修正ということでいきます。  

 次に監査の点に関して、私が引き続き監査に関する項目を削除ということで、これはパブリック

コメントの御意見をいただいていますが、今、田中委員にもおっしゃっていただいたように、なか

なかＮＰＯ法人は複式簿記というか、その辺も実際単式簿記の現形式の団体が６割を占めている中

で、今のＮＰＯ法人会計基準でもなかなかハードルが高いだろうと。しかし、今後寄附者のことを

考えて上げていく必要があるだろうという現状かなと思っています。  

 そういう中で、監査をやることを推奨するような文章を入れていったり、また監査といっても、

ではだれがやるんだとか、どういう手続をやるかというのは全く決まっていませんので、そういう

中でこの監査を入れるのは、今の段階では無理があるかなと思っております。何か監査といっても、

今のＮＰＯ法人会計基準で監査をできるかというと、それもなかなか難しいところがあるので、そ

ういう点では、今の状況からすると、監査というのを入れるのはちょっと誤解を招くということで、

監査に関する情報は削除ということを提案させていただいたんですが、これに対して御意見のある

方いらっしゃいますか。  

 戎井委員、どうぞ。  

○戎井委員 松原委員長の２ページの「公認会計士や監査法人による会計監査を受けている場合に

は、その情報を明らかにすべき」という、こちらの情報の削除というのは、今のお話で了解できる

話かなと思います。  

 一方、監事監査については、やはりこの理由のところに、それにチェックが入らない状況自体が

むしろ問題であると。ですから、当然やるべきものをやっているかというそこのところは必要な情

報ではないかなと思います。  

 今回初めてこういった情報を提示するときに、やるべきことをちゃんとやっていますよと。監事

監査は当然やっていますよと。会計監査は任意ですけれども、監事監査は義務的なものですから、

ここのチェックあるいはここの情報は削除されなくてもいいのではないかと思いますが、いかがで

しょうか。  

○松原主査 何か監事監査だけちょこっとあると奇異かなと思ったんです。  

○戎井委員 当然やるべきことをやっているかどうか。  

○松原主査 やっていなかったら、それは法律違反ということになってしまうので、今度は行政法

にチェックが付いていなかったら、全部監督に単に入るという大変な。  

○戎井委員 ですから、すべてやっているはずなんだけれども、それを実際やれるべきことをやっ

ているということを確認する。その結果、少なくとも財務情報がその前に出ていると。ここはチェ

ック欄というのは必要ではないかと思うのですが、いかがでしょうか。  

○松原主査 これは私から御指名が多くなってしまうんですが、井上委員と杉野委員にお聞きしま

す。要はチェック欄があったときにチェックが入っていなかったら、内閣もそうですし、民間促進

でもそうですが、対応しなければならない比率がいっぱい増えてきますが、どうお考えですか。つ

まり、監査を受けていない財務諸表が出ているということなんですか。それとも、ただ単にチェッ

クを忘れたんですかという確認から始まりますね。  
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○井上委員 恐らくそこから入るでしょうね。ただ、事業報告書と我々提出サイドの中でチェック

をしていきますので、そちらでさえ通れば、こちらの方は任意で入れていくということであれば、

忘れていると見ざるを得ないかなと思うんです。  

ただ、市民の方から、ここは入っていないからどうですかと逆に問われたときに、全部ひっくり

返してチェックするのか、確認をまたまた法人にするのか、そこら辺の事務というのは、今どうい

うイメージになるかなというのを頭で回していたところです。だから、事務手続的にどう持ってい

くのか。そういう意味では、言われましたように、なくてもいいのかもわからないですね。  

○松原主査 これは事務手続的には監査のない、やらなければやらないという戎井委員の意見はよ

くわかるんですが、なくてやっていません。やっていないということは、もう一回監査をやり直し

てください。業務監査もありますし、会計監査と両方やってください。両方やって、もう一回総会

にかけてくださいといって、総会をやり直してくださいとかいう手続になるのかなという感じがし

ないでもないんですが、それはやった方がいいだろうという戎井委員の御意見ですね。  

○戎井委員 そうです。やるべきことはやると。法律上やらなくていいよということであれば別な

のですけれども、やるべきことすべての法人がやるべきことをやって、やったよということを単に

チェックするだけの話です。ですから、それは会計監査とはまた別の次元の話なので、やはり監事

監査のチェック欄がもしないとなると、本当にやっているのかどうかわからないわけですね。皆さ

んやっているのであればチェックするでしょうしね。  

○松原主査 田中委員、どうぞ。  

○田中委員 法人入力情報のフォーマットのところに、監事監査はチェックが付いていて、これで

すと忘れたのも法人の自己責任ですから、これで今の話は解決しませんかね。  

○松原主査 忘れたと理解するので。  

○田中委員 だから、今の話を聞いていると、行政コストの方が大変なんですよ。  

○松原主査 私も大変かなと思いました。  

 では、吉川委員、どうぞ。  

○吉川委員 そもそもやはり監事監査をやっているかどうかのチェックというのは必要なのかと

いうのは、非常に疑問だと思います。それはやはり報告書として提出するというところで、ＮＰＯ

法人は当然すべきことをやっているんだということだと思うんですけれども、それがほとんどきち

んとされていないとかいうこともほとんどなのか、何割なのかというのはありますが、そこを情報

開示する必要はないと思います。  

○松原主査 これはなかなか難しいところがあると思いますが、これも基本情報フォーマットの、

公認会計士、監査法人に関するものはなくていいということですね。  

 あと、監査を来たものも本文から削っていいと。ここまではＯＫですね。  

 杉野委員、どうぞ。  

○杉野委員 現行の全部のＮＰＯ認証の法人という意味では、特にチェック欄がまだ必要かどうか

というのは感じていませんけれども、認定法人ですね。税制上の優遇の大きい認定法人について、

これになりますと、かなり今、国税庁ですけれども、会計処理の中身をつぶさに見ていかないと審
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査ができないということになっている。そうしたときに、今、国税庁はたくさんの証拠書類をＮＰ

Ｏ法人から聴取して、そのことの負担が大きいということも大きな課題になっていると。  

 仮に例えば認定ＮＰＯ法人が、監査ですとか、そういう内部監査をしっかりやっているというこ

とをもって、そういった提出書類を簡素化できないかということとセットで議論されるのであれば、

そこは意味があるなと思っておりまして、要は法人の負担、それが当然我々になるのか、地方移管

ということになると我々になるんですが、行政側の負担、ＮＰＯ法人側の負担、両方の負担の軽減

につながるために、そこのそういった軽減を図る代わりに、監査の例えばだれそれが監査しました

よということをしっかり出してもらうということはあり得るのかなと思っております。ですから、

全部のＮＰＯ法人についてやる必要はないかなと思いますけれども、認定法人については、そこは

検討の余地を残した方がいいかなと思います。  

○松原主査 ここで一旦この議論を打ち切りたいと思います。どうしてかというと、多分これも今

の最終結論は、基本情報フォーマットの議論になってくるので、とりあえず監査の本文に関しては、

今、了解をいただいた削除するという形でこれを終えます。  

先ほど言った事業報告書に関しての資料２の論点と、基本情報フォーマットについて杉野委員か

らも出されている基本情報の書き方等についてと監査の項目。これは認定との関係も含めてどうす

るかということがありますから、これも含めて、大きなところで言えば、論点１、３は終わりとい

うことにして、２と４、はとりあえず２を４に吸収するという形で、論点４の基本フォーマットの

形を議論したいなと思います。  

 基本的に、その前にもう一回確認しておきたいんですが、あとは基本フォーマットという形にで

きればしたいなと思っているんですが、皆様のお手元に在り方について（案）があります。ここに

ついては事務局からも赤を入れていただいて、必要な修正をしていただいたり、若干加筆していた

だいている赤の部分があります。これに関して、要は在り方についての本文を固めてしまいたいと

思っています。多分事務局の方でも少しまだ固まり切っていないところもあるかと思うので、その

辺も含めて、もう一回在り方についての本文で気になるところがまだ残っていれば、お話をいただ

きたいと思います。  

 お願いします。  

○田和参事官 資料２の重要な点だったんですけれども、３ページの最後のところです。要は、個

人情報の観点から保護すべき情報というのが、実はこれはこれまでの議論で、前回だったと思いま

すが、法律上の基本的な個人情報のところを触るのではなくて、電子情報上、社員の氏名とかこう

いったことを非公開とすべきであって、住所とかも対象から外すべきという議論だったと思うんで

すが、今の書き方として、（１）－２の閲覧情報のところの項目の中にこれをこのまま置いておき

ますと、法改正をしなくてはいけないという議論になってくるので、このパーツは、次の４ページ

の（２）の基本情報の中身の方に移してはどうかなと思うんですが、その点をお願いします。  

○松原主査 つまり、一般的な条項からインターネットの公開への条項の内容であって、今の法自

体入れるという話にはなっていないようですから、これはインターネットで公開する新たな仕組み

の中で、この個人情報の議論はしようという話ですね。  
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○田和参事官 はい。  

○松原主査 だから、４ページというか、４ページの２の方に移すということを含めて、この「情

報開示、発信基盤の在り方について（案）」ですが、基本的に、今みたいな個人情報の保護のこと

も移す。それから、今日赤字で入れていただいたところがあります。１ページに赤字がありますし、

論点については議論しましたから、あとは３ページの先ほど言った赤字ですけれども、個人情報の

観点から保護する情報を移動する。  

 ５ページです。赤括弧してあるところは基本情報フォーマットで書いてしまうので、これは削除

してしまおうと。基本情報フォーマットの方に書けば、これは完全に同じことを書いてあるので削

除してしまおうということと、最後７ページです。推進会議の方の坪郷委員から御意見があったチ

ェックですね。将来的にこれはちゃんとこの情報開示に関しては、是非見直していくべきという御

意見を付け加えると。この在り方（案）について、あと文字の修正とかはあるかもしれませんが、

今みたいな変更をした上で、大体大まかこれで了承できるものはどなたですか。  

皆さんの方で、まだここは引っかかっているよとかあれば、今、御意見をいただきたいと思いま

す。完全確定だけはしませんから、ほぼ確定にしますけれども、そういう感じでいいんですね。で

も、今みたいな論点でほぼ確定という形で、皆さん御異論はないでしょうか。何か御異論があれば

お願いします。  

 田尻委員、どうぞ。  

○田尻委員 今し方、田和参事官からお話のあった個人情報の観点。これは次のページの２に移す

ということでしたけれども、どちらかというと、その（１）－１の方のインターネットの開示の方

に移した方がいいのではないかなと思っています。それはいかがでしょうか。  

○松原主査 田和さん、どうですか。  

○田和参事官 そうですね。こちらの方ですね。  

○松原主査 では、そちらに移すということで、移すところを勘違いした。  

 もうよろしいですか。あともう一回よく見てみたらちょっと違ったとかあるかもしれませんから、

もう一回よく見ていただきたいんですが、ただ、それはそれとして、一旦、この「情報開示・発信

基盤の在り方について（案）」は、案のままですが、この段階では大枠了承ということで、あとも

う一回見ていただくということを前提とした大枠了承ということで御異議ございませんでしょう

か。よろしいですか。  

（「はい」と声あり）  

○松原主査 ありがとうございます。それでは、残った大きな課題として、基本情報フォーマット

です。これが大きな論点として、こういう赤で入れたものを付け加えるかどうかということと、杉

野委員から出ているように、財務情報をもう少し事業ごとにやったらどうかという話と、事業報告

書に関して非常にダイジェスト版のどういう事業をやっているかというのを別途入れる欄をつく

ったらどうかというのと、財務諸表の書き方に関して、会計基準を基にしたらどうかという私の提

案と、監事監査のチェック欄は残した方がいいのではないかという御意見をいただいています。  

 この基本情報フォーマットということで、皆さん、資料４です。まず、先ほど事務局の田和参事
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官から話をいただいたように、まだ大きなデータベースをつくっていくというのは今後の課題にな

る。来年度に予算要求をして再来年度ぐらいから構築していく。その際に、また皆さんとこういう

ふうないろんな形でのディスカッションも含めてやっていかなければいけないだろうという前提

がありつつ、今の段階で既にあるもの、各都道府県で既につくられたものを十分踏まえた上で、こ

の程度の共通的な情報フォーマットをつくって、各都道府県とリンク、皆さんのホームページでの

リンクも進めていくという形で考えているということでした。  

まず資料４の１ページ目、基本的には赤の「監視・監督情報」という改善命令とか説明要請とか、

先ほど最低限の情報として入れた方がいいだろうと。このやり方はガイドラインを後でつくっても

らわないと入れられなくなってしまうので、そこは必要という話は先ほどしましたが、その前提で

入れた方がいいだろうという話がありましたので、入れた方がいいだろうという議論に収束してい

るのかなと思いますが、これについて何か御意見はありますか。  

 勿論、やり方に関してはどんな辺りをどうという都道府県の方からも御意見をいただいてガイド

ラインをつくっていかなければいけないということ。これは入れているということでよろしいです

か。  

 杉野委員、どうぞ。  

○杉野委員 先ほどほかの委員から指摘があった点を確認したいのですけれども、いつまで、これ

がずっと未来永劫情報としては残し続けるのか、一定期間なのか、その辺についてはどういうお考

えですか。  

○松原主査 その辺については、事務局は何かお考えがありますか。  

○田和参事官 現在では何もありませんが、まさにいただいた議論を踏まえて、北池課長、検討を

いただきたいと思いますが、どうですか。  

○松原主査 突然投げやりに振られるという。これは行政のすばらしいところですね。  

 どうぞ。  

○北池市民活動促進課長 今、田和参事官がお答えられた以上のものではないんですが、ただ、中

身です。種別と書いてございますけれども、この命令によって一定程度差をつけながら、今おっし

ゃられましたように、法人活動に多大な影響を及ぼすものと、はっきり言いまして一定期間遅れた

ようなものとの区別はつけて、ここに載せておく期間というのは定めておくべきだろうなと思って

いまして、そのことにつきましては、また御意見を踏まえながら検討したいなと思っております。 

○松原主査 という割とパターンにはまったお答えかなという。載せるという前提で、その辺は基

本的には期間を区切らないとおかしいことになってしまう。よほど重たいものは場合によっては期

間を区切らないものもあるかもしれませんが、普通は期間を区切らないと改善された後も残ってい

るというのはどうかなというのはあります。  

 この１ページ目に関して、ほかに何か御異論。先ほど杉野委員がここを書き足しましょうといっ

たのは後でやりますから、待ってください。  

 では、１ページに対してプラス意見がありましたら。  

○杉野委員 プラスのは細かい点、私が先ほど言った点以外で幾つかあるので。  
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○松原主査 この１ページですか。  

○杉野委員 ２ページにもわたるので、進めた方がいいのではないか。  

○松原主査 それはどれですか。なるべく１ページ１ページ片付けていきたいなと。  

○杉野委員 わかりました。１ページに相当する部分としては。  

○松原主査 資料はどれを見ればいいですか。  

○杉野委員 先ほどの資料５のＡ３の２枚目に書かせていただいた定款に記載された事業。  

○松原主査 ２ページ目の赤印ですね。定款に記載された事業と、いっぱい赤がありますね。設立

登記日。  

○杉野委員 その中で、特に定款に記載された事業は基本の部分ですので、また入力に対しても負

担にかかるものではありませんので、これは入れていただくことについて何も障害がないのではな

いかと思います。  

○松原主査 これは１ページ目と２ページ目の基本的な差というのは、１ページ目は行政入力情報

ということなんですね。２ページ目は法人入力情報ということなんですが、１ページ目に入れると

うことですね。  

○杉野委員 これは設立のときに情報が既にありますので、この基本フォーマットでもともと黒く

されているところは新たに入力は要らないということだろうと思うんですけれども、設立済みの法

人についても既存情報ですから、特段新しく入力していただく必要がない情報かなと思います。  

○松原主査 でも、このフォーマットには行政かＮＰＯかどちらかが入力しなければいけないので。

１ページ目は行政の方が入力する情報。  

○杉野委員 そういう意味では、行政が設立認証したときに入れるで構わないかなと思います。  

○松原主査 タカタカ入れると。杉野さんのところで入れると。構わないと。  

○杉野委員 で構わないかなと。  

○松原主査 これぐらいならば漢字の間違いが出てもいいかなと。では、そうしましょう。  

○杉野委員 ほかの他県からうらまれる。井上さんの意見を聞いてください。  

○松原主査 戸惑っておられるようですが。  

○井上委員 これは新たな入力ですから、立ち上げられるのも２年、３年という動きなので、その

辺の準備期間を踏まえながら整理したらいいかなとは思います。既存のものですとこれは新たに入

れるというのは大変なことになりますので、新たなものだったら対応していけると思いますし、そ

の辺の準備をうまくしながらやっていけば可能ではあるかと。  

○松原主査 事務局、そういう２年、３年のスパンのものなのでしょうか。  

○田和参事官 基本的にはこれはミスがあるんですが、閲覧書類のところに定款という文字が抜け

ている。定款とか変更があった定款というのに丸が付いていて、これは今も飛んでいける話なんで

す。だから、電子的な資料４の方に今も定款が一応閲覧書類になっていますので、そこには飛んで

いけるんですから、それが電子化されれば自動的にアップされるという仕組みにもなれ得るのでし

ょうけれども、当分の間は多分やらないといけないですね。  

○松原主査 だから、これで多分議論になっているのは、今、４万 2,000 の法人が既にあると。将
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来的には更にデータベース的な情報は今から予算要求してつくっていくけれども、今日、議論して

いる基本情報フォーマットに関して、この４万 2,000 の法人はどうなるんでしょうという話だと思

います。  

○田和参事官 一度、かなり限定された大阪とか神奈川とか東京とか、そういう都道府県の方々と

はお話をこういう場でさせていただいているんですが、全都道府県の方々とはしていませんので、

一応そういう場もしっかり持ちたいとは思うんですが、今日いらっしゃらないのであれですが、東

京が何と言うかということを考えた場合に、多分なるべく新しく入力することはやめてくれと言う

のではないかなと思いますので、極力行政の追加入力はない方がよくて、それをむしろ電子化して

なるべくそれがうまく入れられる、使えるという仕組みに重点を置いていく方が、いろんな障害が

少ないのではないかなと思います。  

○松原主査 多分、ここではっきりさせておいた方がいいと思うのは、要は基本情報フォーマット

ですが、大体いつからオープンして、そのときに要は入れるものの団体数というはどれぐらいの数

になっていくのかというのがポイントとなってくるんです。その点に関して、どういう順でだれに

入れてもらうのか。ＮＰＯはわかるんです。でも、ＮＰＯが全部入れないといけないか、それとも

新しい公共支援事業で対象になったＮＰＯが入れていくのか、それだけなのか。この辺がポイント

だと思うんです。  

○田和参事官 今ここでやっているのは、あくまでもこれはＮＰＯ法人のフォーマットですから、

あくまでもＮＰＯ法人です。先ほど申し上げたように、当面はまだ予算もないし、もともとそもそ

も法律が通っているわけではないという状況の下で、まだ国と地方の関係も結構シビアな議論がさ

れている最中ですから、これは決まりというわけではないわけで、我々は法律をどういう状況にな

るかというのを見ながらやらなければいけない方なんです。  

 したがって、いずれにしても法律が通ったら、早ければ今年の夏に予算をしっかり要求して、そ

れを更には地方自治体の方も何らかの対応をしていかなければいけないということであれば、予算

がオーソドックスに考えて要求して出てくるのが 24 年度の予算からでしょうねということになっ

てくると、24 年度の予算でいろいろ地方との関係をつくりながら構築していく。そうすれば早くて

25 年度からの実際上の運用が始まるのではないだろうかというところまでは想像できますが、一方

で、その間ずっと放置していいのかという問題はあるということで、先ほどの２枚目の紙で、当分

あるものを使いながら、各都道府県とのリンクとかいろんな民間とのリンクとか、そういうのを活

用しながら情報発信もしていかなければいけないだろうし、特に基盤整備というのか、先ほどの会

計基準についてもしっかり整備をしていって、横でちゃんと企画できるように、検索できるように

していきましょうね。電子化をどんどん進めていきましょうねというのを今からやらなければいけ

ない。その今からやる１つのてことして、87.5 億円を取って、今回、都道府県に基金をつくってい

ただく新しい公共支援事業というのが１つありますねと。それを使いながらいろんな講習とかマン

ツーマンで教えるとか、そういうことで活用していただいて、会計基準の話とか寄附の集め方とか、

いろんなものをやっていただくという段取りを考えているということでございます。  

○松原主査 まだわかりにくいんですが、わかりやすくお願いします。要はこのフォーマットに、
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行政、杉野さんのところとか井上さんのところとか東京都の方とかが、もしくはこちらでどうなる

んだろうと不安に思われている白井さんのところとかが、このフォーマットが今日こうやって議論

して今日で決まりきれないと思うんですが、次回に決まったとすると、今の予定ではこのフォーマ

ットを一番最初に使うのは、いつ、だれがどう使うんでしょうか。  

○田和参事官 このフォーマットをいつ、だれがどう使うかという観点で言うと、このフォーマッ

トは新しい公共支援事業を活用される方々にはトライアルでやっていただきたいと。  

○松原主査 だから、都道府県が新しい公共支援事業を出す団体に対してまずこのフォーマットに

入れてくださいといったときに、行政入力情報は行政で入れてくださいという、ＮＰＯ側の情報は

ＮＰＯ側が入れてくださいという前提で議論してくださいということですね。  

○田和参事官 端的に言うと。  

○松原主査 それが一般的に将来はなっていって、うまくいかなかったらもう一回見直す、検討し

直すのでしょうが、基本的にはそれがうまくいったら、４万 2,000 ある法人も順次そういう方針に

切り替え、更にもう少し予算が取れたら、どこかの過程で大きなデータベースに切り替えて電子化

を進めていくという段取りの下でフォーマットのだれが入力して何を入力するかを考えてくださ

いという話ですね。  

 田尻委員、どうぞ。  

○田尻委員 そういう話になるとまた混乱がありまして、支援事業が 47 都道府県で実施して、こ

のフォーマットが都道府県ばらばらなわけです。団体が情報を出すことはできますけれども、それ

をどこに公開するんだというと、多分大阪府さんがつくられているのと神奈川県さんの今のデータ

ベースを活用となったときに、そこに項目が違ってきますので、このフォーマットに合わせたデー

タベースのつくり替えを早速支援事業でやらなければいけないという話になると思うんです。そう

いう理解でいいんですか。  

○松原主査 私もその辺は聞きたいところなんです。  

 どうぞ、お願いします。  

○山内審議官 この点についてはもう既に支援事業のガイドラインをつくって、２月３日にお知ら

せしているんですが、その中でまさに推進会議のワーキング・グループで検討し、その結果を踏ま

えて情報基盤の整備をするということで、具体的に言うと、採択後３か月以内に標準開示フォーマ

ットを用いた団体情報を開示するよう義務づけるとしています。したがって、この事業の対象にな

ったところには、ここで決まったフォーマットに沿ってやってくれということで、それは勿論、県

もＮＰＯもやってくださいということになります。一応そういう立て付けにしてございます。  

○松原主査 では、田尻委員、どうぞ。  

○田尻委員 そのことは重々承知をして、それはできると思うんですが、それをネット上でどう出

すのかと。ＰＤＦにするならば出せるんです。  

○松原主査 ここに書いてあるＰＤＦはＰＤＦで出すんです。今、それを議論しているので。  

○田尻委員 だから、この項目がまさに今フォーマットの立て付けを議論しているわけですけれど

も、この立て付けが、今、都道府県がデータベースを持っているところと持っていないところがあ
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りまして。  

○松原主査 田尻委員、それはわかるんだけれども、要は今の話からすると、持っているところ、

持っていないところにかかわらずこういうのをつくってもらって、それに載せてくださいというの

がこちらの話なんです。  

○田尻委員 これは都道府県の方に是非意見をと思うんですが、もっとたくさんの項目をつくって

いるデータベースを都道府県はつくっていますので、そうなるとそれはどうするかということも多

分 47 の議論になっていくと思うんです。  

○松原主査 私もそうなると思う。だから、何回もここは今日は時間をとって繰り返して、皆さん

しっかり認識してくださいねということを言っていて、こちらの方が多分議論的には大きいかなと

思ったので、なるべく在り方は早目に片付けてという話なんです。  

 どうぞ。  

○田和参事官 だから、ここに書いてある資料４というのは基本的に公開情報が上半分はあります

と。下の方の先ほどのガイドラインでどうしますかという議論があって、では是正情報をどうする

んだというような議論があるんですが、当面、とりあえずいろんな予算を使いたいということで来

るのでしょうから、そこの個々にチェックしていかなければいけないというのがあるんですが、大

きなガイドラインでもって当面どう動かすかというところまではまだ考えていないんですけれど

も、その辺も議論になるかもしれません。  

 ただ、その次のページの法人入力情報というのも、これはある意味で既にかなりのところは持っ

ているところもあるし、ないところは任意記入ですから書かなくていい。問題は、私などが一番個

人的に感じるのは、財務情報のところを書けるのかどうかというところが結構シビアなんですが、

残念ながらそこにチャレンジしてくださいというのが今回の予算の意味なんです。それはやってみ

てくださいと。そうでなければ、何のためのお金がわからない。つまり、モデル的に頑張ってみて、

みんなの代表としてやってみてくださいよというのがここの趣旨ですから、ここは大変かもしれな

いけれども、そのための予算もついているから活用してください、ここは埋めてみてくださいとい

うのをお願いせざるを得ない。  

 あとはどこに載せるかという問題で、多分先端的なところは非常に進んでいるんです。こんな情

報よりももっと多くたくさん出していると思います。そこはうまくこちらの方がそういう都道府県

からするとミニマムなところであって、ただ、それでもできていないところも結構たくさんあるわ

けで、都道府県で言えばまだ何もそういうところがないというところをいかにボトムアップしてい

くのか。更にもっと高い、出っ張っているところは、それはそれで全然やめてくださいという話で

はなくて、どんどん話をしていっていただければ、民業圧迫にならないようにしていただければい

いのではないかと思います。  

○松原主査 もう一つ注意が必要なことは、杉野委員の御提案もどういう意味を持っているかとい

うのは今だんだんわかってきたと思われるんですが、例えば杉野委員が定款に定める事業というの

を行政で入れろとなってきたときは、行政の方が新しい公共支援事業で採択された団体は行政がこ

こに入れると。データベースを持っていないところも入れるという話になるんですね。  
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 更に、もう一つ、しっかり認識しておいた方がいい問題は、今日東京都の方がおられないのは非

常に残念なんですけれども、新しい公共支援事業は、御存じのとおり 47 都道府県でやりますから、

内閣府が所管している団体、主たる事務所があるところの事業が行われた場合、それはデータベー

スを持っていない都道府県があったとしても、そこでデータベースをつくってやらなければいけな

いということにもなる。そういうことを頭に入れて御議論いただくとうれしいなということです。 

 では、杉野委員、どうぞ。  

○杉野委員 ということを踏まえて、先ほど不用意な発言をしたわけですけれども、最初に私の方

から２回目のワーキングのときに提示させていただいたのは、基本的には法人が全部入れなさいと

いう発想で出させていただきました。ですから、定款事業についても基本的には法人が入れるとい

うこと。ただ、新規で毎回入れていくのは非常に大変なので、法人設立のときに１回電子入力をす

ればそれが保全されてそれ以降ずっと負担がありませんという発想で共通電子情報化をしていく

という発想で提案させていただきました。  

 ただ、先ほどこれは行政が入れると言ったのは、それに載せているときに今までそういうことを

求めていなかったところに急にやれと言ったときに物すごいハレーションが起きるだろうから、そ

ういう場合には行政はやらざるを得ないでしょうねという意味であって、基本的には、では行政入

力情報か法人入力情報かという意味では、法人入力情報にすべき項目だろうと思います。済みませ

ん、訂正させていただきます。  

 もう一つ、今のお話の中で、新しい公共支援事業の中で、支援事業が対象法人にまずトライアル

してもらってそれで実際運用してみてどうなのかというのをやるということですから、そういう意

味ではそれをやった検証した結果で足りない項目をその後足していくという取組みが当然あって

いいだろうということですね。  

 そういう流れの中で言えば、最終形としてこれは法人入力情報として求めていきたいなと。それ

は恐らく情報を流通させていく上で大いに寄与するだろうなと思いますが、トライアルに当たって、

いきなり入れるかどうかということで言うと、先ほど定款だから基本だから入れるべきだと申し上

げましたけれども、まず早速トライアルでやっていかなければいけないという意味では、ここの情

報についてはＰＤＦでも既に出しているということの中で、そこは先送りしてもいいのかなという

ことで、発言の半分訂正みたいなことで申し訳ありませんけれども、させていただきたいと思いま

す。  

○松原主査 どんどん訂正は歓迎です。どんどんいい意見になっていく。今も大体状況というかど

ういう作業がというのが頭に浮かんだと思われますので、基本的には今、資料４をベースに、要は

47 都道府県のことも少し考えて、データベースとして完全に持っている、どれぐらい持っているか

事務局の方ではわかっていますか。３分の２ぐらいは持っているけれども、持っていないところは

３分の１ぐらいあるということですね。そういうところに関して言えば、もし３分の１が十分こう

いうのを持っていないとすれば、もしくはまだ断片的なのしかもっていないとすれば、そこからつ

くってもらうということをしなければいけない。  

 なおかつ、行政入力情報とＮＰＯが入力するというは多分初めてになるところもありますでしょ
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うから、ほとんど初めてのところが多いでしょうから、初めて情報として入力していただくという

ことで、その辺の入力、新しい公共支援事業では入力を求めていく。この入力というのは、新しい

公共支援事業を受けたら３か月以内にということですね。その事業が始まって、要は発注、委託が

出て契約が結ばれてから３か月以内にこのフォーマットを埋めるということになるんですね。  

○山内審議官 ガイドライン上では一応そういうことでやっております。  

○松原主査 一応というか、ガイドラインですからね。ガイドラインではそうなっていると。  

 どうぞ。  

○田尻委員 そのサービスを受けるＮＰＯもたしかガイドラインの対象になっていましたので。  

○松原主査 サービスを受けるというのは。  

○田尻委員 委託を受けて、そこの団体がサービスをした、何か研修を受けるとかと、そこも出す

という話になっているので、結構な量になるだろうと思います。  

○松原主査 どうですか。  

○山内審議官 おっしゃるとおりです。  

○松原主査 だから、そういうところも３か月以内にこれを出すということを踏まえて我々は考え

ないと、都道府県の代表、ＮＰＯの代表の皆さんも結構後でうらまれるかなという、そこは考えた

方がいいかなという。  

 田和参事官、どうぞ。  

○田和参事官 ただ、これは事前ではないんです。これを埋めていないとだめだというのは、寄附

の時代とは違って、寄附の時代は市民が選択をする、事前にこれが出ていないと選択できないから

という話であって、我々はそこはまだそんな一挙にという話ではなくて、３か月後以内にちゃんと

出してくださいねと言っている話で、別にこれを前提に予算が取れるとか取れないとかという話で

は決してないので、あくまでもモデル的にしっかりやっていって、そのためのお金もありますよと

いう話ですので。  

○松原主査 済みません。ここの議論は結構大事かなということで、終わりは３時ですね。だから、

もう終わりの時間がほぼ近づいてきているんですが、今日で終わらないことはわかっているんです

が、次でめどをつけるためにも、皆さんの頭でいろいろとシミュレーションをぱっと働かせていた

だいて、要は今日来られていない東京都の方とかにも来ていただきたい。是非次回は考えていただ

きたいし、データベースを特に持っていない都道府県の方も御意見を聞いておく必要があるかなと

いう気はするんですが、またそういう受けるＮＰＯもということですから、そういうところにどう

やってきちんとこういうフォーマット。フォーマットをつくること自体には多分反対はないと思う

んですけれども、現実的に稼働するのはどういうものにしていくかということをきちっと考えない

と、かえってつくった新しい公共支援事業をやったお金を今委託で出して、出てきたフォーマット

がずたずたで、一体これはその事業は何なのですかという話に逆になりかねない。そういうおそれ

もありますね。その辺を考えてフォーマットをもう一回よく見ていただきたいと。  

 井上さん、どうぞ。  

○井上委員 確認なんですけれども、先ほど私、２～３年後かなと言いましたのは、資料７にあり
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ます行政データベース、運用が内閣府で入力は内閣府と都道府県ということになっておるんですが、

大きなデータベースを１つ国の方で持たれて、そこに各府県がまた入力するというイメージにも読

み取れたんですが、２～３年後にそういうような大きなものをつくるのか、今の御議論のように各

府県が今回の「新しい公共」の経路を使ってつくっていかないといけないのか、それを先につくっ

てしまうとリンケージをやるだけでこの大きなものは要らないですね。ここのただずまいが今お聞

きした中で、大きなものをつくる前の準備段階として、今、各県にあるものをこういうふうなフォ

ーマットでするから準備していきなさいよだったらわかるんですが、各県にないところにデータベ

ースをつくってということになると、そこのスタンス、環境。  

○松原主査 では、お願いします。  

○田和参事官 今は、まさにデータベースをこの予算でもって大きいのをつくってくださいという

ところまでは入っているわけではなくて、これは結局何件くらいの方が対象になるかわかりません

けれども、ＰＤＦか何かでしっかりデータを出してくださいねという話でございますので、そこは

新しい公共支援事業でもって書くには３分の１だとすれば、都道府県にデータベースがないところ

に、これでもってデータベースをつくり上げろとは一挙には多分いかないと思っていますし、そこ

を我々は思っているのではなくて、あくまでもこのフォーマットをしっかり埋めて、それをちゃん

と開示してくださいということでございますので、ざっくり言ってしまえば、いろいろなＮＰＯポ

ータルサイトが実際動いていると。それと併せて、今回の予算を使っている方々からその利用者に

対してはこういう中身を発信してくださいということだと当面は思っているんです。ただ、その先

に１年、２年になったとき、これは当然都道府県とどういう分担で何をどこまでだれが入力するの

かというところまで、その後の維持運用コストもかかってきますので、どういう分担で何をどこま

でやるかというのは相談していかないといけない話ですので、ここで言う今年の夏以降、法案が通

れば、通った後の制度設計、予算要求、そういったところではまさにそういう議論を具体的やって

いかなければいけないということだと思っていますので。  

○松原主査 私が理解した範囲で間違いないか田和さんに聞きたいんですが、各都道府県でもう既

にいろんな情報を開示フォーマットはつくられているところというのは３分の２ぐらいあると。た

だ、多分今我々が議論している基本情報フォーマットとは同じものというのは多分ないです。近い

ものはあってデータベースを移し返すような都道府県もあるかもしれないけれども、同じものはな

い。そういう前提で言って、もしこういうフォーマットがつくられてこのフォーマットで新しい公

共支援事業の受託団体及びその受託のサービスを受ける団体が入力もしくは都道府県が入力しな

ければいけない。しかもそれがスタートしてから３か月以内ということは、論理的考えると基本的

に各都道府県がこのデータベースを一からつくる必要があるのではないかと思うわけです。  

 一からつくっている間にＮＰＯにも情報開示するものは手続をして、３か月以内にこれにＮＰＯ

法人のフォーマットは多分もう一回次で議論になるでしょうから、ＮＰＯ法人以外の団体も入れて

もらって、なおかつ行政入力情報がありますから、行政も入れる範囲は３か月以内に発生してくる。

その入れるのに当たっては、３か月以内にとにかく新しいフォーマットをつくっておかないと、こ

の公共事業は動かせないという理解でよろしいでしょうか。  
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○田和参事官 特に１ページ目はほとんど今のＮＰＯポータルサイトのそのまま写しですから。  

○松原主査 ＮＰＯポータルサイトは内閣府のですね。  

○田和参事官 そうです。  

○松原主査 今回は都道府県ごとにつくるわけですね。  

○田和参事官 都道府県ごとに入力してもらわないといけないですね。  

○松原主査 だから、結局都道府県ごとに入力するデータベースをつくらなければいけないという

ことになりますね。  

○田尻委員 そこが混乱している。これはポータルサイトの話なので、このポータルサイトは実際

は都道府県の方が入力をされているんですね。ここに民間のものを入れるときに、都道府県のサイ

トに入れる仕組みをとるのか、今、内閣府のあるポータルサイトに都道府県と同じように入力する

のかのどちらのやり方をとるかによって大混乱が起きるということです。  

○松原主査 その両方も更に可能性としてはあるということですね。  

○田尻委員 最低限の情報にして内閣府のポータルサイトに各ＮＰＯ法人の支援事業を受けたと

ころが入力していった方が将来的には多分混乱はしないと思います。コストも含めて。  

○松原主査 このＰＤＦとかは内閣府のポータルサイトで、これは各都道府県も全部内閣府が入れ

てくれるということなんですか。  

○田和参事官 今はまさに都道府県に入れてもらっているんです。  

○松原主査 でも１つのフォーマットにならないから。  

○田和参事官 サイトとしては内閣府にありますけれども、入力している主体は今、全部都道府県

がやっています。  

○松原主査 都道府県が内閣府のサイトにＰＤＦとかを入れていくと。  

○田和参事官 要はＰＤＦの書類をという意味ですか。  

○松原主査 ＰＤＦをここに掲載するのは都道府県が内閣府の方に移す。持っていない都道府県も

ありますね。  

○田和参事官 書類は基本的に都道府県で入れていただいてという形になります。  

○松原主査 入れていただいて内閣府のポータルサイトで見られるようにアップも都道府県でし

てもらうと。私は確認しているだけなので、それは内閣府の方に確認している。  

○北池市民活動促進課長 私の方の理解も少し違う。内閣府のポータルサイトというのは、ここに

出ているこのポータルサイトを所有してございますけれども、これはＮＰＯ法人の詳細情報につい

ては、上の部分については各県の方に入れていただいて、内閣府のデータベースに入ってございま

す。ただ、この下の部分については、御存じのとおり、これは内閣府の分だけしかないわけです。

逆に言うと、都道府県の方々でこういうＰＤＦ処理をして入れていただくとしても、今の私どもの

システムを見直さないと都道府県の分は受け入れられないという仕組みになっているので、そこは

今のお話で聞くとそんなにすぐ数か月で対応できるという話ではないと。  

○松原主査 ないという話ではないという話を内閣府の方がされているので、どうしたものかなと

いう話です。  
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○北池市民活動促進課長 そこは私と参事官との理解が違うところがあって、私は今そういうもの

を入れるものが内閣府にはないという状況は御理解。そこは事実です。それを入れるとするならば

つくり変える必要があるという状況だと思います。  

○松原主査 いずれにしろ、ガイドラインで３か月以内には新しい公共支援事業が始まって３か月

以内に入れなければいけないと決まっているみたいですから。  

 井上さん、どうぞ。  

○井上委員 ですから、基本は内閣府の今持っておられるポータルサイトのフォーマットですね。

我々はこれは独自に持っていますので、こちらは改造するのではなくて、もしこちらが進めば府の

整理するものと内閣府と齟齬が出るので、我々も整理していかなければいけないという形の動きに

なると思いますが、基本はここですね。それであれば、今、我々のように独自で持っている情報サ

イトつくる必要はないですね。入口のガイドラインをつくればいいので、そういう理解でいいです

か。  

○松原主査 持っているところは、入口を改良だけすれば内閣府の方が改良するということになる

んですか。  

○井上委員 そうではなくて、内閣府の方で始まるわけですから。  

○北池市民活動促進課長 システムの中身については、もう少し検証して、正確な御発言をさせて

いただいた方が、多分誤解を招いても問題がある。どこまで何をしなければいけないということは

確認する必要があるのではないかなと思います。  

○松原主査 では、多分、ここに関しては一旦これで終わるしかないかなというのが私の意見なん

ですが、事務局、どうですか。１回整理していただくのと、都道府県によって持っているデータベ

ースとか、民間の持っているデータベースも違うので、もう一回そこを確認していただいて、実行

可能で将来性も勿論見据えてですが、これも期限がある話と伺っていますから、実行可能で一番皆

さんが苦労しない。それは内閣府さんも都道府県さんもＮＰＯ法人さんも、白井さんがずっと不安

げな顔をして見てらっしゃるので、私は何をまた新しい入力しなければいけないんだろうと思って

見ておられますから、苦労しないものを御提案いただいた上で議論するしかないですね。  

 何かありますか。  

○田尻委員 多分、どういうふうに社会に見せていくのかというシステム全体の話と、項目の話と

分けてしないと混乱するだろうと。  

○松原主査 あと入力の手続とか、その辺はそうなんですが、それを分けて整理して出してもらわ

ないと議論ができないということだと思うんです。なおかつ、それに関してもここにいるメンバー

以外のメンバーにも若干ちゃんと聞ける形をつくっておかないとまずいかな。特にポータルサイト

を持たれていないような、もしくはデータベースをまだつくられていないような都道府県の方には

確認した方がいいかなと思うんです。  

 田尻委員、どうぞ。  

○田尻委員 これについては、多分２回目の会議ぐらいにまた戻ってしまうんですが、最終的に統

合して同じような情報でというイメージをきちっと提示してつくっていないところはつくるみた
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いなことにしないと、支援事業が急ぐのでつくってくださいというと、これは２年後にまた統合す

る作業になってくるということがありますので、情報のメインはどこに置くのか。どことどこの情

報をリンクしていくのかということは、少なくとも内閣府と各都道府県の部分での流れを明確にし

ておかないと後で混乱すると思います。  

○松原主査 あと我々というか、来ていただいている委員の方々のデータベースの将来的な構想も

きちんとその辺では併せておいて、２ステップなのか３ステップなのかも含めてちゃんと見据えた

議論をしておかないと、民間の方もすぐ一朝一夕でシステムを変更できるわけではないですから、

将来的にどういうシステムがいいのか、こういうふうに載せていくプロセスでやっていくのがいい

のかどうかも含めて考えていく必要があるのではないかと思います。  

 そういうこともありますので、基本的に在り方については今御議論いただいたので一応決定とし

たいですが、ただ、基本情報フォーマットの方が今みたいな議論があるので、基本情報フォーマッ

トでもし今後見直すときに、在り方についても見直すことができたというときは見直していくとい

うことでよろしいですね。多分まだ発表することもあるかなと。  

 それも含めて基本情報フォーマットをどうするかに関しては、これはまた事務局に多大な御苦労

をおかけしますが、今日出た各委員からの御意見を踏まえた上で、行政が入力する情報とＮＰＯの

範囲、特に支援事業を使われるＮＰＯが入力する範囲、それぞれどういうふうにデータをお互いに

共有できるか。もしくは基本的にどうやったら一般の人が見られるのか。どこにいったらどういう

形で見られるのかということも含めてまとめていただいて御提示いただいて、時間もないですから

次回、基本情報フォーマットを将来展望も含めて集中的に議論したいと思っています。それでよろ

しいでしょうか。  

 深尾さん、どうぞ。  

○深尾委員 そういう意味では、先ほどの必要な論点の３とかのところの議論とフォーマットを落

とし込むところでフォーマットのところで議論しましょうといったところは決して十分でないと

思っているんです。そういう観点で言っても、事務局の方に意見を言わせていただく、ペーパーで

いいと思うんですが、それを集約してもらうというプロセスも織り込んでいただいた方が、次回ま

たそういう意見が出てしまう可能性もあるなというのを今感じていますので、私も何個か言いたい

ことがあるので、そのプロセスを是非。  

○松原主査 わかりました。それはもうこの段階でよろしいですか。今もらっているペーパーで意

見を出していただくという形でよろしいですか。事務局はまたつくり直してきたら必然的に変わる

ところと、でも時間がないから早い方が事務局としても楽ですね。  

 では、今日の段階の議論を踏まえて、皆さんここは落としてくれるなとか、ここに関してはもう

少し考えた方がいいのではないかということに関しては、なるべく早目に事務局に御意見、ペーパ

ーでお出しいただくと。今日の議論を踏まえてお出しいただくということで、その辺をお願いした

いと思っておりますが、事務局はそれでよろしいですか。  

○田和参事官 次回までに是非こちらの方でもう一回地方公共団体の方々も集まっていただいて

意見交換をさせていただいて、委員の先生方からも意見をいただいて、こちらの方からは今言った
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全体像をしっかりどういう形でやるのかというのを用意をさせていただいて、それで次回というこ

とにいたしたいと思います。  

○松原主査 では、あとはオブザーバーでせっかく来たので、白井さんと金沢さんから、特に白井

さんはずっと不安そうな顔をして見られているので、どうぞ御意見をいただければと思います。  

○白井オブザーバー ありがとうございます。「新しい公共」の担い手ができるだけ負担が少ない

ようにという観点から細部にわたる議論をしていただいて、物すごく励まされます。今まではお上

から言われたものを提出しなかったらおとりつぶしなんだろうと思って、意味もわからず出してお

りましたので、こういう観点で議論していただくというのは本当ありがたいなと。ありがとうござ

います。  

 １個だけ確認させていただきたいんですけれども。聞き漏らしがあるかもしれないんですが、田

和参事官が何回か「法律が通れば」とおっしゃったんですけれども、実際、推進会議の方で決まっ

た寄附税制はもう今政局に左右されて、毎日私も松原主査がネットで出してくださる情報を肝がつ

ぶれるような思いで見ている状況なんですけれども。法案が通ればというのは、もし通らなければ

この議論というのは全部おじゃんになってしまうというようなことではないんですよね？  

○松原主査 田和さん、どうぞ。答えにくい。田和さん以外の方がいいですか。  

 では、山内さん、審議官ですから。  

○山内審議官 わかりました。北池さんに振ろうと思ったんですけれども。なかなか法律の話は国

会のことなので、正直言うと我々からお答えできるような立場でもないんですけれども、状況だけ

申し上げておきます。まさに今、北池さんのところを中心にして中身の検討作業が進んでいる。そ

れはＮＰＯの方々とも、都道府県の方々とも協議をしながら、下作業をこちらの方でやっていて、

恐らく政府提案になるのか議員提案になるのか、どちらかというと後者の感じが強いのではないか

と私の方では見ていますけれども、一応そんな感じで霞が関、永田町を巻き込んで何とか法案を国

会に出そうという努力をしている状況だということです。  

 法案がどうなるかというのはまさに何ともお答えしようがないのですが、御承知のように、今回

の関連法案は３つありまして、そのうちの２つは税関系、租税特別措置法と地方税法の改正案で、

これはもう既に出ているという状況です。これは政府提案で出ている。ただ、成立の見込みがどう

こうということは非常にお答えしづらい状況です。税法については本来であれば平成 23 年度から

の適用ということなので、これが万が一にも成立しなかったらかなり大変なことに、23 年度から直

ちに影響が出るという話になります。それからＮＰＯ法の改正の方は、24 年４月１日からの施行を

目指してということになっていますので、極論すればあと１年の間に法律が通れば、法的にはそれ

までの間に成立すれば大丈夫ということも言えなくもないんですけれども、都道府県における準備

とかもあるので、はっきり言って今通常国会のできるだけ早いうちに両方とも通していただかない

と実際には大変なことになるだろうと思っております。  

 今のところそれ以上のことは申し上げようがないということで御勘弁いただければ。  

○松原主査 白井さんは是非私のツイッター、つぶやきの続きを見ていただければと思いますが、

それがわかればきっと次のキングメーカーになれるぐらいの結構重大な、いつどうなるのかという
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のはだれもわからない状況ですので。  

 金沢さん、多分今日はＮＰＯ法人の基本情報フォーマットをやっていて、もう公益法人の方はか

なり進んだ情報システムをお持ちとは思います。新しい公共支援事業に関しては、公益法人、普通

の町内会や自治会、消防団とかそういうのも対象になるということで、幅広の議論を次はしたいな

と思っていますが、御意見がありましたら是非。  

○金沢オブザーバー ありがとうございました。金沢です。うちも新しい公共支援事業に大変興味

を持っていまして、特に２万 5,000 ある法人のうち、２割ぐらいの方がメールアドレスがなかった

りというところも見受けられますので、意外と多いということがわかりましたので、１人、２人で

事業を行っている法人も多いものですから、素人の方が経理を見ている。それを監査している人た

ちがどちらかというと企業会計でやっているからよくわからないということもありますので、そう

いうところに新しい公共支援事業が使えないだろうかなということで、実は数日前からプロジェク

トチームはつくっていませんけれども、是非トライをして、公益法人も仲間入りさせてもらいたい

なと思っています。  

 もう一つ、情報のことなんですけれども、公益法人の場合には、大変厳しい認定制度になってい

まして、認定申請書を出すときにこれと似たようなフォーマットなんです。これは１ページ目にあ

るんです。基本情報と書くんです。その後、ずっと事業内容だとか財務諸表とかをつくるんですけ

れども、それが答申を受けて処分されて認定書をもらって登記をして、登記完了届を行政庁に出す

と、行政庁の方が全国の内閣府も含めて、ある処理のボタンを押すと自動的にこの数字がぽんと入

るようになっているということです。  

 したがって、毎年書類を定期提出書類として決算が完了すれば３か月以内に同じ書類を出すわけ

ですから、それが受理された時点で事務局度的にこれがいつも更新されている。このような状況に

なっているんです。ということで、一番コストミニマムでつくってあるのではないかなということ

で、これは 2008 年 12 月に制度が始まるときに内閣府の方でいろいろな過去の経験から全国統一し

てつくったということなんです。  

 だから、田尻さんがおっしゃった支援事業とＰＤＦ化の問題と２年後のものをどう考えるかとい

うのは、そこの２年後にくっ付けなければいけないということを頭に入れてしていかないと、また

そのときに新しい無駄な投資になってしまうということは全く同じでして、田尻さんのところはＮ

ＰＯヒロバを運営されていまして、うちはＮＯＰＯＤＡＳを運営していますから、よきライバルで

して、大変気になるところで接点を持ちながらやっているんですけれども、それもまた協力させて

いただいてやっていきたいなと思っていますので、よろしくお願いいたします。  

 以上です。  

○松原主査 新しい公共支援事業はＮＰＯ法人だけではなしに公益法人、社会福祉法人、それ以外

も入っています。今まではどちらかというと認定のＮＰＯの改正というのが含まれて、ＮＰＯ法人

を先行させてはきていますが、ほかのフォーマットでやるときに、今、公益法人の方は、今度は内

閣府の公益認定等委員会のデータベースは１つだけなんですか。  

○金沢オブザーバー １本です。  



36 
 

○松原主査 都道府県も別々なんですか。  

○金沢オブザーバー 都道府県も一緒です。都道府県がそこに全部入れるようにしています。基本

的には１つです。  

○松原主査 それとどう連携させていくか、しないかというところも関係してきますし、ほかの法

人はそもそもそういうのはありませんから、そういうのを行政が入れるのか、では公共支援事業を

受けての行政庁が社会福祉法人とか町内会とかのものもデータとして、ちょっとデータベースは違

いますが、どこまで入れるかというところも議論しなければいけないですね。  

○山内審議官 かもしれません。  

○松原主査 そうすると、結構行政もしくはＮＰＯ、民間が入れるという話というのをどう考えて

いか。いろいろともう少し次回はしっかり考える。その辺も含めて次回議論できる資料を、次回は

新しい公共支援事業を見据えた議論がしっかりできるようなものを出していただければと思いま

す。  

 済みません、大分時間が延長しています。最後の方で結構大きな議論、論点が出てきましたので、

時間を延長して、次回に大きな論点がまた残ってしまって、ほぼ決めきることまでいけなかったん

ですが、何かこれで少し事務局の方から言うことはあります。  

○田和参事官 今、参考までに資料７というのが言われた公益法人とＮＰＯ法人の基盤の比較した

ものを用意させていただいて、これは御参考までに。  

○松原主査 それでは、時間も超過してしまいましたが、次回はいただいた御意見を踏まえていた

だいて、在り方についても申し訳なかったんですけれども、大幅を決めたかったんですが、基本情

報フォーマットからのまた戻りがあるだろうということで、一旦今日はとめるとして、もう一回基

本情報フォーマットをやった後、もう一回戻るという段取りにさせていだいて、次回にまた提案を

事務局の方から、これは私も協力させていただきますが、出していただく。その際には、新しい公

共支援事業をしっかりと見据え、またその先の情報のよりよい提言の仕組み、これを見据えて、他

の法人格にも活用するという新しい公共支援事業の性格を見据えた上で、基本情報フォーマットの

論点、基本情報フォーマットの形、だれが入力するか、どういう形で入力するか、ほかのデータベ

ースとどう連携をとっていくのか。ないところにどう説明していくのか。こういうのに関して御提

案をいただければと思っております。  

 23 日、一昨日、こちらの親会議である政府と市民セクター等との公契約等の在り方等に関する専

門調査会で一応経過報告させていただきました。なるべく３月の後半にはそちらに最終報告を出さ

せていただくという予定にしていますので、最後の詰め、またお時間をいただくかもしれませんが、

御協力よろしくお願いします。  

 オブザーバーの方、いつも御熱心にありがとうございます。委員の皆様、ありがとうございます。

事務局にもまた御苦労をおかけしますが、よろしくお願いします。  

これにて本日は終わります。どうも御苦労様でした。  

 


